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帝政ロシヤ労働政策の端初

荒 叉 重 雄

I 農奴制身分制社会の弛緩

賃労働の発展は農奴制度の弛緩を条件としている。世界史的にみて賃労働

制度が農奴労働制度の克服として出現するものであること，賃労働と農奴労

働が直接的対立の関係にあることを考慮するならば，当然のことといえるo

帝政ロシヤにおいても，賃労働の発展は農奴制度の弛緩の条件のなかからま

ず発生した。そして，発生しつつある自由な賃労働に対応して，これを規制

する賃労働政策が，農奴労働を規制する政策体系に制約されつつも，これと

は区別されるものとして発生した。本稿は，発生期の自由な賃労働に対応す

る帝政ロシヤの労働政策の様相を概括的に明らかにすることを目的としてい

る。

19世紀に入ると，ロシヤの農奴農民の中にはかなりの割合で貢納地代

06po可Ha兄 peHTa を負担するものが存在している。すなわち，その義務

rrOBHHHOCTb が労働地代 6ap~HHHa5! peHTa ではなく，主として貨幣の貢

納となっているものが存在している。このことは，彼ら農民が貢納するため

の貨幣を得るためにも，商品生産(場合によっては農業以外の何らかの営業

rrpOMbICeJI)や賃仕事 3apa6oTOKをなしうるし，またなさねばならなかった

ことを示している。第 l表はロシヤ地主領農民の19世紀前半における地代形

態別構成である。ロシヤの農奴農民は全部が地主領農奴ではなく，他に国有

地農奴や皇室領農奴があったが，全体的傾向を示すものとしては表を利用し

うるであろう。この表からは，圧倒的に労働地代が支配的な地帯がある一方

で，かなりの程度に責納地代が行なわれている地帯のあること，中には中央

非黒土地帯や北部地帯のように，貢納地代が過半を占める地帯もあることが
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第1表 ロシヤ地主領農民の地代形態別構成 1858年(%)

地 方 労働地代 貢納地代

北西地帯 60.4 39.6 

スモーレγスク県 72.9 27.1 

中央非黒土地帯 32.5 67.5 

中央黒土地帯 73.1 26.9 

ヴオ/レカ事中流地帯 77.2 ~2.8 

ヴオノレガ下流・ヴオノレガ後方地帯 69.8 30.2 

西部地帯 92.3 7.7 

西南地帯 97.4 2.6 

ウクライナ左岸地帯 99.3 0.7 

南部ステップ地帯 99.9 0.1 

治ウラノレ地帯 90.3 9.7 

北部地帯 16.5 83.5 

知られる(ただし，北部地帯の貢納は，主として毛皮その他による物納であ

ったのではないかと推定される〉。

地代形態の動態をみるために第2表が若干役立つであろう。 18世紀の中葉

から19世紀の中葉にかけて，中央黒土地帯のトウラ，タソボフ，ヴオルガ中

流地帯のカザソ，ベγザ，シγピルスグの諸県では，貢納地代の比率が減少

しているのに対して，中央非黒土地帯では，ウラジミル県で、貢納地代の優位

が維持されているのみならず，モスクワ，コストロマ，ヤロスラヴリの諸県

では，貢納地代の比率が顕著に増大しているのである。広大なロシヤ平原に

おいて，中央黒土地帯その他が再編農奴制の主要舞台となってゆく一方で，

中央非黒土地帯が，中央工業地帯として発展し，ベテルブルグおよび泊パル

ト諸県と並んで自由な賃労働発生の舞台となってゆく背景を，この表の中に

みることができる。

帝政ロシヤにおいては，強力な専制権力のもとに，貴族の企業家への転生

が助成されていた。貢納地代の成立は，直ちに，金納地代額の固定とその実

質的軽減，かくて貴族の資本制的な地主への実質的転生を意味するわけでは

なかった。一方における再編農奴制に照応して，他方における貢納地代の拡
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第2表

県

ロシヤ地主領農民の地代形態別構成 1765年一1858年(%)

lml 腕

労働地代| 貢納地代| 労働地代 | 貢納地代
ベテノレブルグ 一 30.7 69.3 

ノ ヴ コー ロ ド 51.7 48.3 54.3 45.7 

フ ス コ プ 86.6 13.4 76.7 23.3 

モ ス グ ワ 67.0 33.0 32.1 67.9 

ウ プ ジ 、、 ノレ 29.7 70.3 30.1 69.9 

ニジエゴロド 20.3 79.7 31.6 68.4 

コ ス ト ロ 竺ヨ' 36.3 63.7 12.4 87.6 

ヤロスラヴリ 35.9 64.1 12.6 87.4 

ト グ ニr:. リ 54.8 45.2 58.9 41.1 

カ ノレ ー ガ 41.9 58.1 44.7 55.3 

ト ウ フ 85.2 44.8 74.6 25.4 

リ ヤ ザ γ 61.9 38.1 61.9 38.1 

オー ノレ ロ フ 88.2 11.8 84.5 15.5 

タ シ ボ ::L 62.8 37.2 77.7 22.3 

ク ー ノレ ス グ 一 75.5 24.5 

ヴ オ司 ロ 不 宇‘ノ' 55.9 44.1 55.2 44.8 

カ ザ ジ 69.5 30.5 86.1 13.9 
J¥ シ ザ 50.6 75.2 L4.8 

シユノビルスク 57.5 42.5 75.2 24.8 

〔註〕 北西地帯(ぺテfレブノレグ，ノヴゴロド， プスコプ)， 中央非黒土地帯(モ

スクワ，ウラジミノレ，ニジエゴロド，コストロマ，ヤロスラヴリ，トヴエ

リ，カノレ{ガ)，中央黒土地帯(トウラ， リヤザソ，オルロプ，タシボフ，

グーノレスク，ヴォロネジ)，ヴノレガ中流地帯(カザγ，ベユノザ， シシピノレ

スク〉。

大も，通貨価値の低落を追いかけ追いこす地代額の系統由引上げを伴なって

いた。平均的貢納地代額は1760年に年額 1~2py6.， 1770年に 2~3py6.， 1780 

年に4py6.， 18世紀末には5py6.になったといわれている(1)0 19世紀に入っ

て以後における同様の傾向は，第3表に掲げた事例の中にいくらかうかがう

ことがで、きる。

農奴制社会は，一定程度に発展した社会的分業を身分制度として固定す

ることを伴なっている。帝政ロシヤにおける諸身分の主なものは貴族身分

.n:BOp5IHCTBO，商人身分 Kyrre可eCTBO， 町人身分 M巴叫aHCTBO，職人身分
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第3表貢納地代額推移例

領 地 年 度調識が
|紙幣|銀

MOJ¥o，n:o白Ty，n:llIepeMeTeBbIX 
1802~1811 5.0 1.7 

1812~1829 10.0 2.6 
(トヴーリ県〉

1830~1860 12.5 3.6 

3HaMeHCKoe OPJ¥OBbIX.且aBbI瓦OBbIX 1845 5.0 

1850 7.5 
〈モスクワ県〕

1860 10.0 

1800 5.0 3.2 

AHλpeeBCKoe BOpOHl.¥OBbIX 
1811 6.0 1.5 

1819 16.0 4.3 
(ウラジミノレ県)

1843 25.9 7.4 

1857 28.0 8.0 

1799 4.8 3.2 

TpOllI.¥KOe llIepeMeTeBbIX 1812 12.0 3.1 

〈モスクワ県〉 1838 15.0 4.2 

1858 18.9 5.4 

1801 5.0 3.3 

AφaHaCbeBCKoe H)cyrroBhlx 1811 7.0 1.8 

(プスコプ県〉 18'31 14.0 3.8 

185'3 30.1 8.6 

l(eXOBOe，および農民身分 KpeCTb51HCTBO であった。これらの身分はさら

に細分され，社会的分業の中での位置づけを固定され，従事lしうる社会的労

働の範囲を制約されていた。しかし商品流通の発展によって惹起される社

会的分業の一層の発展は，この身分制度をゆるがす。 1812年2月11日付勅令

および同12月の規程により，鑑札 CBH，L(eTeJlbCTBOを貨幣を支払って取得す

る条件で，農民はその身分を変更することなしにも商業的活動に従事しうる

ことが公認された。 1824年11月14日付追加規程は，鑑札取得のための代価を

引きあげて農民の営業主f抑制しようとしたが， 1825年末には旧に復した。そ

して1827年12月21日付の政令 IIoJloAeHHeは，鑑札の代価を若干引き下げて
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いる (2)。

専制は身分団体をとおしての支配を主軸としつつも，これに新らしい階級

支配の要素をも取りこもうとしはじめる。 1828年，製造業評議会〈以下，マ

ニユ評議会と略〉が， 1829年，商業評議会の設置がきめられた。マニユ評議

会は，貴族出身の工場主および商人出身の工場主を各6名以上，化学および

機械学の教授を2名，工業技術家 TeXHOJIOrをl名をその構成員とするこ

とになっていた。マニユ評議会モスグワ支部がそスグワにおかれ，ほかに9

工業県〈ウラジミル，ヴオロネジ，カールガ，グーノレスグ， リフリヤソド，

ニジエゴロド，ベγザ， トウラ，ヤロスラヴリ〉に製造業委員会 MaHyやa-

KTypHbIH KMOHTeT (以下マニユ委員会と略〉が設置され，さらに26郡にか

ぎって製造業通信員 MaHyφaKTypHbI員 KoppeCrrOH，lleHTがおかれることに

なった。マニユ委員会は，貴族出身の工場主と商人出身の工場主各3名以上

を構成員とすることとされていた(3)。

農民の商業的活動や賃仕事，賃労働の発展iとともなう，農民の地域的流動

性の事実上の増大を，農奴農民の土地への緊縛の原則をもって規制する役割

をはたしたのは，旅券制度であった。もともと帝政ロシヤの旅券制度とは，

農民や兵士の逃亡事?防ぎ，人頭税制度を確立するために， 1724年，ピヨ{ト

ルl世によって創設されたものであった。自分の家から30ヴエルスタ(約30

キロ)以上離れたところへゆくためには，農奴農民は自分の地主から休暇書

oTrrycKoe rrHCbMOをもらい， これをゼ、ムスキ{・コミツサ{ル 3eMCKH詰

KOMHccapに提示して休暇証明書 oTrrycKoey江OCTOBpeI-IHeをうけとり，

つねに携行していなくてはならなし、。との証明書の中には本人の特徴などが

かきこまれてあり， これを所持せぬものは浮浪者あるいは逃亡者 6po，ll5Ira

と見倣された。との制度は以後一貫して維持され， 30ヴエルスタム以内のと

ころでも，居住場所を長くはなれるときは旅券が要求されるようになった。

19世紀初頭，旅券 rracrropTの代価は， 期間 1年のもの 5py6.， 2年のもの

lOpy6.， 3年のもの 15py6.であった。 1826年，旅券の代価は若干値下げさ

れp 紋章入り用紙 rep60Ba兄 6yMaraではなミ普通の用紙 rrpOCTa兄 6yMara
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をもちいてもよいことになった。 1826年8丹22日付効令により，期務 i年の

;旅券のほかに， 6ヶ月の掠券， 1 ~3 ヶ月の君住詰E票 6H.neT がつくられる

ことになった件、

こうした旅券鞘度の手なおしは，農民の地域的波動範の質的震的変化を反

挟している。高い旅券代舗で抑止しておくには，流動性が大き〈なりすぎて

きたために， ft個の安い， しかし続期間の旅券や語住証票がつくられたのマ

あるし，すことえ距離的にはそうはなれてはいなくても， て〉

以外の職業に従事、ずるものがふえたために， 30ヴエルスタ以内でも旅券会費

持dCftょうとしたものと考えられる。ところで，きま券制度なもってする農民

の地域的諸動性の抑制は，農民臼身にとってのみならず，出稼ぎ農民の労働

力安利用しようとする企業家にとっても拘束的である。 1827年，新ロシヤの

総督およびこれと並んでミ γスグの商人は，皇帝に対し，代{援の高いきま券な

し，郷役場の発行する器開6ヶ月の語能続票。OKon.)で代摂してもらい

たい詩請願した。枢密説 rocy，ll，apCTBeHHhI負 COBeTは1827年10月16自にどこ

れを審理したが，その議員にとって農民の地域的流動笠の増大はまさに評決

性の橋大であった。したがって，旅券税疫をそのま設維持することとそが必

要でるる，というのが結論であった。とはいえ，要請におされて旅塁手の代仰

の引下げさTみとめた。 1828年 1月l日より，旅券の代錨は，携関 iヶ月のも

の 50Korr吋 3ヶ月のもの lpy6.，6ヶ月のもの 2py6..1年のもの 4py6.，2 

年のもの 8py6吋 3年のもの 12py6.となった。 1枚の旅券に， 夫も婆も子

供たちも含め人 i 人にftf商.~支払わなくてもよくすることによって挙家

移動令容島にした。だが，これでも生成しつつあるブルジ沼アジ{には不満

なものであり，マニ品評議会のメ γパ…は大蔵大臣に議願書会提出し

が旅券なしで自分の住結合離れることを許さない地元警察に不満の謹;~示L

た母大議大庄はこの欝額を支持し， r住懸から30ヴユリレスタ以内に現在ずる
ヱ場;に農民が掠券なしで出稼ぎ、にゆくのをK亘止してはならぬjとの方針を

提案した。完雲院はこの間揮を審議しマエュ評議会に支持た与えるととも

にp おグ'"1レスタ以上になるときは必ず掠券を携仔するように， と控示し
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た。旅券制度に対する同様の不満は町人からも出された。 1845年になって，

モスクワの総督は，町人の出稼者に旅券の代りに全モスクワ県に適用する一

家族一枚の居住証票を所持させるようにしてほしいという町人の歎願を上部

にとりついで、いる。これは1846年l月22日に一時的措置としてみとめられ，

1857年9月には恒常的な法によりみとめられことになった(5)。

都市，とくに首都の発達とともに，そこには常時大量の人口が滞溜するよ

うになる。そして，領地や屋敷の管理人から雑役人夫はいたるまで，さまざ

まな職業の人々の労働が貴族の家計から支払われる賃労働の形態をとりはじ

める。もちろんその他にも，都市の消費需要に対応してさまざまな活動が展

開される。旅券制度はとこでは多少の変形をこうむっている。すなわち，ベ

テルフやルグにあっては，旅券は市の警察区で点検を受けた上で住所事務所

KOHTOp a，apeCOBに賦課金 c60p とともに提出されねばならない。そうす

ると，旅券が事務所にとめおかれるかわりに，市内で通用する身分証明書

叫 peCHbI負6UJIeTがわたされるのである。身分証明書は職業により 2種にわ

かれていた。 1839年から住所事務所の業務は住所局 a，apeCHa5IヨKcrre，aUIJ;U5I

の業務となり，身分証明書は職種によって5種にわかれることになった。第

1種は家庭教師や会計士，請負人などを含み，これに対するに第4種は駅者

門番，乳母，料理人，洗濯女などで，第5種は料理人の下働き，御者，雑役

夫，職人のもとにある徒弟，行商人などであった。 1810-1811年には，ベテ

ルブルグ市の住民約30万人で，住所事務所に登録しているもの年々 6万人ほ

どであったのが， 1844年には住所局に登録するもの年々15万人を数え， うち

12万人は第4種および第5種に登録していたという (6)。

農民その他の賃労働を求めての流動，大都市における細民層=いわゆる

「都市雑業層」の形成を背景にして，マニュファクチュアおよび工場諸企業

が発展しそこに常時大量の労働者が集積しはじめる。 19世紀前半において

もっとも工業の発展の著じるしかったモスクワ，ウラジミル，ベルブルグの

諸県についてみると，第4表のごとくである。

19世紀前半に入ると，農奴的労働者の強制労働に対する自由な賃労働の優
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第4表工場・製作所・製造所数と労働者数(1，000人〕

1 I:;í:~ 1-1 :::I~i~11 :ニ75i|ムih
1815 515 28.1 205 5.'3 4，189 172.9 

1825 748 45.0 374 35.5 209 5.9 5，261 210.5 

1835 996 66.8 363 66.0 292 5.9 I 6，054! 288.1 

1846 1，279 114.5 '327 83.4 364 

1860 1，4'36 107.3 399 87.1 572 33.1 i 15，388 I 565.1 

位が明らかになりはじめていた。政府の調査委員会は1834年，自由雇傭労働

者の得ている賃銀は工場緊縛労働者の給与に比して2倍にあたることを確認

している。しかもなお，工場緊縛労働者はその低生産性ゆえに工場主にとっ

て不利なものとなってきていた。村落ごとに一括して農民を工場に緊縛する

道をひらいたピヨートルの1721年令の段階には，強固な農奴制社会を前提に

して，未発達な水準にあるマニュファグチュアl乙労働力を確保するためには

それが合理的であったとしても，雇傭可能な一定数の労働者がすでに存在し，

かつ機械制大工業の時代にふさわしい生産手段を設備し，これに適する労働

力を調達・配置する必要のある段階にあっては，工場緊縛労働者は工場主に

とって重荷であった。以前には，マニュファクチュア生産の発展のためにこ

そ，農奴労働者を「工場」から分離してこれを売却することが禁じられたの

だが，今や工場主にとっては，生産を発展させるためにこそ不要な緊縛労働

者を切り捨て，彼らを「解放」したいのであった。もちろん緊縛労働者たち本

人の側の不満もある。賃労働が発展するにつれて彼らの不満が強まるのも当

然である。 1830-1860年における労働者の騒動 BblcTyrrJIerlHeは荘園企業で

54回，占有企業 rroceCCHOHblerrpe.urrpmITH51c自で 101回，官営企業で30回，

自由雇傭企業で37回，建設業で25回を数へたという。とくに占有企業におい

て多いのが注目されるの。

〔註〕 このころの工業企業は，設立も運営も国庫によってなされる聞記HHble

3aBe瓦eHHlIと，私人が国庫から土地あるいは建物をゆずりうけ，職工もともど
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もにゆずりうけるか，あるいは農民を村落一括して購入する権利をえて運営する

rroceCCIiOHHble 3aBe.ZI:eHIiHと，国庫の助力なしにつくられた co6CTBeHHbleIiJIIi 

BJIa具elbqeCKUe3aBe且eI-lUHとに類別された。最後のものの中には， もっぱら自

由雇傭労働者を用いるものもあれば，貴族が自分の荘園の内部にひらく BOT可Hble

rrpeλrrpliHTIi耳もあった。

すでに1812年に， I帝国自由経済協会」の内部では，雇傭労働と農奴労働

のいずれが有利で、あるかについて，論議が行なわれていた(日)。政府は1824年

占有企業の所有者に対し，大臣委員会の承認のもとに労働者を他の身分に解

放してやる権利をみとめた。さらに1835年，占有企業の所有者に対し労働

者に旅券をもたせて休I肢を与える権利をみとめた。占有企業にとって不要の

労働者たちは，企業から追放され，ロシヤ領内をさまようことになる。さら

に1839年，大蔵大臣カソクリ γE.φ.KaHKp聞は枢密院に対し，占有企業

の漸進的廃止をめざす法律を提案した。これは枢密院で支持され， 1840年6

月18日付でツアーリの裁可をえて法律となった。政府は，この法律を知った

労働者が騒動をおこすことをおそれて，法律を公示しなかった。との法律に

よれば，工場主はもし白からのぞむならば工場緊縛労働者を一家族ごとに解

雇 yBOJIhHeHHeすなわち解放して，彼らの身分を国有地農民かあるいは町人

ないし職人に変えてやる権利をえたのである。そのさい補償金として成年男

子(農奴人口調査で登録された) 1人につき 36py6.を国庫からうけとるこ

とになっていた。もちろん工場主がのぞまなければ事態はそのままであるし，

政府は工場主たちが生産を放棄することを恐れて，もしそのことによって生

産が縮少するようなことがあれば，かつて国庫より無償で彼らの占有にゆだ

ねられた土地や施設を没収するとしたが，それで、も事態の進行はかなり急速

で， 1840年には 141をかぞえた占有企業が， 1861年にはわずか38になってい

たという(九工場労働者数が増大する中で工場緊縛労働者が減少してゆくこ

とは，すなわち雇傭労働者が飛躍的に増加していることを示すq



30 (94) 経済学研究第 19巻第2号

E 農奴制的併働基準と官営諸企業の明働力問題

賃労働Jこ対する政策は広義の労働政策の一種である。帝政ロシヤにおいて

労働政策は，その主体たる権力の本質的内容の変更なしに，農奴労働に対す

る政策から賃労働に対する政策すなわち狭義の労働政策へ，次第にその重点

をうつして行った。したがって，専制による農奴制的労働基準にーべつを与

えておくことがぜひ必要である。

官営企業に対する 1722年の令規 per.7IaMeI-ITa は労働日を冬 (9月10日-

3月10日)10持間，夏13時間と定めていた。夜明けとともに始業し，日没と

ともに終業とするので，日中の長さの季節的変化とともに昼食休憩時聞が変

動した。すなわち午前11時より午後O時まで， 0時30分まで， 1時まで， 1 

時30分までといった具合である。ただし日の短い季節には，日の出 1時間前

始業，日没 1時間後終業ということになった。夏の始業は午前4時30分~日

時，終業は午後7時となる(10)。

1722年の令規による労働日制度は，他の諸企業もこれに準ずる一般的規定

とされるが，実際にはそれほど画一的なものではなかったもののようであ

る。 1728年海軍工廠令規では， 6~ 7月，始業午前4時30分，終業午後8時，

昼食休憩2時間半， 3~4 月および 9 月上旬は終業 7 時，昼食休憩 1 時間半

で明るい半年間 B CBeTJIylO IIOJIOBHHy rO，l\a の労働日は 13時間~13時間半，

暗い半年間 B TeMI-IylO IIOJIOBHI-Iy rO，l\a の労働日は 9 時間半~11時間半と

なっており， 1733年よりベテルブルグの造兵廠 ApCel-IaJIe でもこの令規

に沿って労働日をきめている。一方， 18世紀末のセストロレッキー製作所

CeCTpopeUKU白 3aB. では労働日は午前中が 5 時~11時， 午後が l 時~7 時

であったという。 1722年令規は，やがて1843年にいたって改正された。これ

によるとロシヤは北部，中部，南部の3地帯に区別され，また季節は以前の

2区分でなく，春夏秋冬に4区分された。その上で，このそれぞれに適した

労働日を規定しようとしたのである。ただし労働日の長さは，夏12時間，

春秋9時間，冬6時間と固定されたp これに先立つ1809年の扶術局令 paCI1-
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Op兄)!{eHH兄 HmKeH巴pHOH9KCrre江HIUIHは，ベテルブルグ地方について夏を

5月 l日より 10月 1日までの 5ヶ月，冬を10月 1日より 5月 1日までの 7ヶ

月ときめており，広大なロシヤの各地域に適合した規定にっくりかえようと

したものと解される (11)。

ところで， 1840年代には民間の大工場が多数開設されるが，それらにおけ

る労働日の長さは軒なみに1843年改正令規を上まわっていた。モスクワおよ

びそスグワ県では1845年に23綿紡工場および10紡毛工場で，労働日の長さは

11時30分~14時間であった。中には 5 時間30分働いて 6 時間やすみ，のち 6

時間働くという 2組4交替制もあらわれていた。ベテルブールグでは，ロシヤ

紡績一午前5時より午後 9時まで，ネフスカヤ紡績ー13時間，ケーニッヒ紡

績-14時間，ベトロフスカヤ・マニュー一午前 5~6 時より午後 8~9 時，

トロソトソ羊毛 15時間，といった具合であった。また， 19世紀前半にベテ

ルブルグでは，イサグ大寺院やカザンスキー大寺院の建設がすすめられてい

たが， I非軍事的建築に関する課業目録 Ypo可Hbl員 peeCTprro rpa)!{，n:aHCKOH 

apxHTeKTypeJによる労働日基準は， 12月 ~1 月に 7時間30分， 2月および

11月-9時間， 3月および10月一11時間， 4月および9月-13時間， 5， 6， 

7， 8 月一16~18時間とされていた(12)。

労働年に対する規定はいかなるものであったか。 1731年9月17日発効のベ

テルフやルグおよびその近在の兵器製作所における祝祭日の表 PerHCTpによ

ると，年間44日の祝祭日がみとめられていた。とれに日曜日を加えると96日

ほどになる。したがって労働年は，大凡270日であったことになる。もっと

も，この基準についても， 1831年，ベテルブルグにおける大寺院建設のさい

ツアーリ自身が，怠惰な労働者にとっては有害で、あるから，祝祭日表にあ

る日も働かせよ，と指示しているなどをかねあわせて考えなくてはならな

し、(13)。

1724年の 1月13日の令規は鉱山における不熟練労働者の賃銀を規制してい

る。すなわち，馬持ち農民は夏 l日lOKorr.，冬 6Korr.，馬なし農民は夏 113 

5Korr.，冬 4Korrリである。この額は， プガチョフの乱(l773~1775)にウラ
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ルの鉱山労働者が大量に参加したことの影響もあって1779年に改訂され，馬

持ち農民は夏 1日 20Korr.，冬 12Korr.，馬なし農民は夏 1日10κorr.，冬 8Korr.

となった。 1735年の令規は工場売屈の規制を行なった。その中には，庖頭に

おく品物の質は良好でなくてはならぬとか，重量や大いさは正確でなくては

ならぬとか，価格は原価の1D~20を超える程度以上にしてはならぬとかあっ

たが，ほとんど実効をもたなかったといわれる(14)。

1721年令により助成された諸企業の実態を調査した政府の特別委員会は，

諸マニユフアグチュアの労働環境が劣悪であることを明らかにした。建物が

よくない， 照明不適切である，屋根は漏る，床には石も煉瓦も敷かれてな

い。そして委員会は，諸マニユフアクチュアの製品の品質劣悪なのは，一つ

にはそこに原因があるのだと結論した。生産物の品質を向上させるために，

諸マニユフアクチュアの労働を規制する1741年令E釦が出された。とはいえ，

この令は工場主たちからも政府自身からも忘れられた(15)。

〔註J1741年令は次のごときことを工場主たちに指示していたとL、う。すなわち(1)火

事を予防し，照明と暖房を適切にし作業のための空聞を充分にとること， (2)労働

時間のロスをなくするため原料を適切に供給し，原料不足のときは最低賃銀保障せ

よ， (3)工場の近在に労働者の宿舎を設立し，その建設費は賃銀より漸次控除せよ，

(4)宿舎に医療手当所をおくこと， (め賃銀率を公平にせよ， (紛賃銀は毎週支払うこ

と， 25%は工場主の財産破損の担保とし，その担保より罰金差引いた残額を支払う

こと， (の罰金は特別基金としその中から工場主への賠償を控除し，残額を工場病

院の維持費用と優良労働者への報償金として利用すること，罰金の最高額は令によ

り決める，再犯への罰金は加重せよ， (8)制服を全労働者に支給し，その費用は賃銀

から少彩、づっ控除すること，である(16)。罰金制度の運用仕方を指示している部分

などは，将来のロジヤ労資関係の特質を暗示しているごとくであるが，賃銀の毎週

支払の原則などはど、の程度地についた指示で、ありえたのか，はなはだ疑問である。

ベテノレプルグの官営諸製作所でも当時賃銀は年3固にわけて 1月， 5月， 9月に支

払われ(すなわち清算され〉ていたからである(17)。

官営諸製作所は，専制権力を直接の背景として， 19世紀前半期にいたって

もまだ，農奴的労働を利用しつづけていた。もともとベテルブ、ルグの官営

請製作所はp 新兵 peKpyT徴募の方式で農民を徴発してこれを国庫職工
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lm3eHHhI員MaCTepOBO貨に訓練，固定し，その子弟を強制少年兵 KaHTOHHCT

として職人の後継ぎに育成したのであった。かくてここには早くから世襲的

職工 IIOTOMCTBeHHhI泊MaCTepOBO首が成立するが，決してそれ自体として出

稼農民の転化した賃労働者よりも高度な発展段階にある賃労働者，本格的な

プロレタリ{トであったわけではない。たえず身分的に固定され，したがっ

て数量的にも固定される傾向をもっこの種の労働者では，政府の必要とする

労働力量を満しえなかった。労働者数は常に定められた定員と比して少な

かったとし寸。必要な労働者は，あいかわらず18世紀前半の設立期におけ

ると同様にして調達された。 1808年一1810年， セストロレツキー製作所

CeCTpOpe~KI1H 3aB.に1，206名もの新兵が徴募されてきているし同製作所

は1820年になって 162家族の農民を自らに登録して緊縛しこれから 1，015

労働日を徴発している。 1823年のセストロレツキー武器製作所に関する政令

(IIOIIQ)KeHHe)は， 職工の基幹部分を軍人と同じ地位にある終身工場住民

BeqHhJe 3aBO江CKl1eIIOC印刷IlHeと規定した。 現役で働かなくてはならぬ

のが40年間であった(18)。新兵徴募で入ったものは，いづれにしろ通常の兵役

と同じ25年間は勤務せねばならぬ運命にあった。イジョールスキー製作所

I12KOpCKHH 3aB・やオフチンスキー製造所 OXTI1HCK目白 3aB・の勤務年限は

25年， ベテルブルグ鋳鉄製造所 c-IIeTep6yprcK班員 3aB・では1807年以降成
年男子30年，児童から勤務するもの40年，アレグサンドロフスキー製作所

AJIeKCaH江pOBCKI1首 3aB・では40年であった(19)。

だが， 19世紀に入ると，官営諸製作所における農奴的強制労働の組織にも

あたらしい工夫を要するようになっているようである。オフチンスキー火薬

製造所には，1816年5月22日付勅令をもって，工場屯田兵 BoeHHoeIIOCeJIeHHe 

がつくられることになった。 1823年までに屯田兵3中隊が配置された。各中

隊には農夫40人と手工業職人80人がおり，農夫は週に3日工場で賦役し，の

こりを国庫から分与された耕地，牧地などで働くとともに，国庫から口糧を

支給される下宿人2名古t賄ってやる義務を負った。手工業職人は週4日あて

工場で賦役した。各中隊には2名の将校と 6名の下士官名の兵姑部下士
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官， 1名の理髪師がついていた。オフチンスキー製造所の労働者は，とれ以

外にさらに6中隊を加えて編成されていたが，これらは屯田中隊ではなかっ

た(20)。

アレクサγ ドロフスキー製作所では，不足する労働力をうめるのに，次第

に自由雇傭の方式に頼るようになっていた。 1809年には自由雇傭労働者がこ

この全労働者の10%を占め， 1826年にはそれが35.5%に増加していた。しか

も1844年におけるアレクサγドロフスキー製作所の労働者の86.9%は国庫職

工の子弟でるったとあるから，国庫職工の子弟を強制少年兵にして工場に緊

縛するのは実際にはむつかしかったのだとみてよいであろう。専制政府は，

官営諸製作所に対し， 1834年以降はその労働組織を軍隊式に編成するよう義

務づけたが，これは農奴制的労働編成の弛緩を前に，労働組織の再編をはか

つて生産性を高めようとするものであったとみられる。 1834年，アレクサγ

ドロフスキー製作所では， 工場長と職長 MaCTepが上級将校に， 職工は下

級兵士にかえられた。 1840年，ベテルブルグの造兵廠でも軍隊式の内部組織

がつくられた。全員は5中隊からなる造兵廠旅団 6pl:lra，n;aに編成され，う

ち3中隊は職工， 1中隊は労務者， 1中隊は鞘重兵ということになった。衛

兵勤務もあり，全員は宿舎にあって完全に官費で賄われ，わずかに家族もち

のみが特別の家賃手当(3ヶ月ごとに夫婦 lpy6.37Korr.，子どもにのKorr.)

を支払われて民間の家に住むことがあった。本人のみならず，妻たちの生活

も厳しく束縛された。 1843年になると，鉄道建設からの需要に適応するため

生産性をあげる必要から，アレグサンドロフスキー製作所は，交通省に移管

されたのち，さらにアメリカ人に賃貸された。期聞は最初6年間，のち契約

期間は延長されて，期限は1868年までということにされた(21)。緊縛された職

工はそのままだったとはいえ，軍事化して労働組織を緊密にし生産性を上

げようとする方向は，そのままでは通用しなくなっていたととのあらわれで

あろう。

同じ官営企業でも，専ら軍需品を生産する部門と異なり，市場むけ商品を

生産する企業は，いち早く 1723年に民間払下げの方針が出されていた。政府
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により，ロシヤ亜麻機械紡の模範として，また綿紡導入を助成するものとし

て位置づけられ，官営のままにおかれ，やがてロシヤ最初の綿紡工場となっ

たベテルブルグのアレグサンドロフスカヤ・マニユフアグチュアでは，特徴

回な労働力問題が本とめられる。ここでは1800年以降，養育院 BocrrHTaTeJI-

bHbI首瓦OMから労働力が調達された。ベテルブルグの養育院は1798年にオソ

フスキー OCCOBCKH誌により創設された施設をうけて1800年10月19日より出

発した。養育院は捨子を拾いうけ，これを適宜農民家族にあづけて12才まで

養育させ，やがて連れもどしていろいろのマニユフアクチュアに派遣した。

すでに都市に赤貧が発生しはじめていたことの反映であろう。 1814年，ベテ

ルブルグ司令官 rJIaBHOKOMaH且yIO叫凶 IIeTep6ypraのヴヤズミチノフ B513-

MHTHHOBは県 fy6epHcHerrpaB~eHHe に対し，下土官や雑階級人の中にさ

え赤賓の発生がネとめられる，と報告している。ひきつづいて，賓困を検討

する特別委員会 oco6副首 KOMHTeTrro pa360py HH凹HXの設立があったこと

や，売春の増大や自分の子を養育院に連れ込む母親が増大していたことも知

られている。養育院の設立は強い法則性を反映していたと考えられる。 12才

以上になって養育院から派遣された少年，少女を，アレクサγドロフスカヤ

・マニユでは，少年の場合21才まで，少女の場合18才まで使役した。病人や

「望ましくないもの」は養育院に送還された。少年，少女たちは賄われてい

たのみで賃銀をうけとることはなかった。養育院の少年，少女を扶持するの

に1日 21Korr.あて支出されたが，同時期の労働者アルテリの場合には 1日

50~60Korr. 要したといわれる。養育院より引きわたされた労働者たちは，

まさにロシヤの「教区徒弟」で、あった。彼らは成年になるとのぞみの担税身

分になるとともできたしマニユで働きつづけることもできた。後者の場合

には6年間の年期契約を結び，自由雇傭と同じ賃銀を受けた。こうした養育

院派遣の少年，少女を1800年にアレグサγドロフスカヤ・マニユは200人う

け入れた。 1804年からは12~15才になっていて両親が養育できない子や孤児

を，養育院をとおさずにも 6年間の年期でうけ入れた。 1831年には，このマ

ニユに働く養育院出の少年は600人，少女200人であった。とはいえ，この
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マニユフアクチュアの労働力のすべてがそうであったのではない。 1830年代

にはその他に3中隊の廃兵 COJI瓦aT-ilHBaJIil.ll;HbIHと， 1，000人ほどの自由雇

傭労働者が働いていた(22)。

官営諸企業における労働力は， 1861年の改革にいたるまで，主として農奴

制的なものとしてとどまった。しかし同時に，内部における事実上の変質を

も考慮しなくてはならなし、。 1861年2月19日は勅令ののち，アレグサγ ドロ

フスキー製作所の職工は自由を得えたが，ほとんどの職工はそこにとどま

った。アレクサシドロフスカヤ・マニユは， 1862年に資産売却されて民営

に切りかわった。オフチエソスキー製造所の屯田兵は， 1863年6月 4 日令

IIoJIo)!{eHile 06 yrrpa3江HeHililOXTeHcKilx BoeHHblX rroceJIem!Hによって

廃止された。軍務年限の終了していないものは非屯田中隊に編入され，工場

の土地にのこりたい屯田兵は土地を分与されて，ベテルフツLグ県に貢納する

義務もつ二つの農村共同体 06~eCTBO が編成されることになった。ベテル

ブールグの造兵廠は 1867年の規程 IIocTaHoBJIeHHe0 rrepeBo江eApCeHaJIa 

Ha HaeMbIH首 Tpyえによって，自由雇傭労働にもとづいて再編成されること

になった(23)。

目 1835年明資関係法とその周辺

農奴制的身分制的社会が弛緩したといっても，そのことが直ちに賃労働に

もとづく結合労働力の安定的な形成を意味するわけではない。労働力の激し

い流動は，農奴制と身分制を弛緩させる条件であるとともに，賃労働制の安

定を阻止する条件でもある。

1840年の「商工ジャーナル)KYPHaJIMaHyゆaKTypil TOprOBJIilJ誌に紹

介された記述によると， ジーュコフ )KyKOB所有のタバコ工場は創設以来

14年で労働者数は400~450人であり，労働者の中には10年勤続のものもあら

われているが，全体としては年に 357人平均の新採用ななし 14年間をとお

してみると，延 5，000人の労働者が入職していた。 1812年，モスクワの綿紡

工場主パンテレエフ φ.IIaHTeJIeeBは， I職工たちは……やりかけた仕事・
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を放り出して，工場から工場へとわたりあるくJ，そして監督がよりゆるやか

で支払のよりよいところを求める， r職工たちが，製品をつくり上げるため
に工場主にと Iって最も大切な時聞に仲間どおしで話しあい，以前に自分自身

が雇主と結んだ契約に反して，過度な支払を要求して作業を中止することも

起った」むね不満をもらしている。とくに毎春出稼貢納農民と雇主とのあい

だで，手間賃 iHaeMHhI員ueHをめぐって激しいかけひきが展開された(24)。

これに対する雇主側の対抗策は，しばしば，欠勤，病気欠勤な正に対する

賃銀控除を大巾にし支給した物品に対してものち賃銀から大巾な控除をす

ることにより，清算期における現実の賃銀支払を少額とすること，さらにす

すんでは，積極的に労働者のもとに負債を計上することによって，労働者を

カパラー化し緊縛しょ iうとすることであった。ベテルブルグの建設労働者

の例にみると，会計検査官 3K3eKyTop のエヴドコフ EB，nOKOBがイサグ寺

院建設委員会に報告した1828年の例によると，請負人に負債をおった労働者

たちは，旅券を取り上げられ， I買掛品」の状態にあった。彼らは他には日

雇仕事しか求められず，部屋を借りることもできず，請負人につながれた。

請負人のヤコヴレブ匁KOBJIeBは，負債をおった労働者を自分に従属させる

ために，かわりに人頭税を支払って旅券を自分の手に入れることさえいとわ

なかった。ヤコヴレフのもとには， 1829年， 1830年とも，夏期作業をおえて

もなお負債のため動けない労働者がいた(2九これは，雇傭の形式を媒介しな

がらも，事実上の農奴制的人身隷属が再現してゆくことを意味するのであ

る。すでにある程度の発達をみせている商品流通と，これにともなう労働力

の地域的な流動の実績を背景にして，労働者たちは，労働市場を発展させ，

自ら自由な賃労働者として生成することをねがう。

18世紀以来のロシヤには，商品流通の拡大に集中的にあらわれる経済的，諸

条件の変化をいかに有利に自分に取りこむかという点で，貴族と商人その他

の聞に抗争がみられる。一方で貴族が商品流通に適応した企業主となろうと

しつまりブルジョアジーに転生しようとすれば，他方で商人その他は，農

奴労働力を自由に利用する特権を自らも得ょうとする。この系譜を引いて，
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1816年の勅令は，貴族以外の商人や工業家から，マニユフアクチュアや工場

に使役するために農民を購入する権利を剥奪した。占有企業の拡大の道がふ

さがれた。すると工場主たちと一部の地主たちは，法の網の目をすりぬけ，

農奴農民の賃貸契約を発展させた。賃貸であるから，契約は地主と工場主と

の間でなされる。期間は5年間とし、う事例が多いとされる。地主により工場

あるいはマニユフアグチュアに派遣されたこうした農民は， rカパラー労働
者間6aJIbHblepa60叩 eJとよばれた。ラ年聞にわたって，工場主は労働者

に衣食を給付しそれにくわえて労働者 1 人当り毎年1O~42銀 py6. を地主

に支払わなくてはならなかった。地主はしばしば11才以上の，ときおりは 7

~8 才のものもまぜて，少年少女を賃貸することがあった。そのさいの賃貸

料は，年18銀 py6.であった。ときには，親が同様にして子を賃貸するとと

も起った。こうした農民の賃貸が普及したので，政府は， 1823年4月10日付

勅令によって，貴族の所有するマニユフアクチュアないし工場以外に農奴農

民を賃貸することを禁じた。工場主たちは貴族を名義人に立てて同様のこと

をつづけた。 1825年6月16日の大臣委員会は， r地主によって工場作業に他
県から派遣された人々について」の覚え書き 3aIIlfCKaを聴取し法は地主

が自分で雇傭条件を定めて農民を工場に賃貸することを直接に許可してはい

ない，とみとめた。そして，地主は農奴農民に彼ら自身の食扶持を稼がせる

ために，旅券を渡して暇をあたえることができるが，工場主と契約するのは

農奴農民本人でなくてはならない，工場主は労働者本人と契約することによ

り彼らを雇傭しうるとの規準を定めた。これはツアーリの認可をえて， 1825 

年勅令となった(26)。

農奴主としての権力をもっ地主の地位が存続するかぎり，地主による農奴

の賃貸を廃止することはむつかしし、。 1851年に着手されたベテルフ守ルグ・ワ

ルシャワ鉄道の建設に関連するものであろうと思われるが，西部諸県に対

して1853年12月9日制定された「土木作業その他の地主領農民雇傭規則

IIpaBIfJIo 0 HalfMe rrOMemlfqblfX KpeCTb兄HHa 3巴MJI兄HbleIfλpyrlfe可epl-Ible

pa60TbIJには次のごとくあった。地主は， 留守家族内に農業に従事する男
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子が残るような家族からのみ，農民を作業におくり出すことができる，請負

人と契約 KOHTpaKTを結ぶさい，地主は農民に労働と生活の条件を， すな

わち食糧，衣料の給与，労働日などを話してやる義務をもっ，農民が不穏に

なったときの責任はあげて請負人にある，等々である。ここでは地主の慈恵

的性格が表面におし出されているとはいえ，農奴農民の雇傭への権利は束縛

されている(27)。

ところで， 1825年8月19日，元老院議員によって構成される特別委員会が

ウラル地方における労働市場の実績を考慮した規則案を作成した。これはヴ

ヤトカ県文官知事，国有財産局，大蔵大臣の手を転々としたあげく， 1831年

7月4日，大蔵大臣附属評議会lどおいて「ヴヤトカ県の私有鉱山への固有地

農民の雇傭および秩序のための規則案」となった。内容は以下のごとくであ

る。固有地農民は旅券の期間中いつでも自由に雇傭されることができる。郷

役場は契約に介入できなし、。ただし 30ヴエルスタ以内のところに雇傭され

るときにも，普通の用紙の証明書 B聞を郷役場からもらはなくてはならず

30ヴエルスタ以上のところへゆくときは紋章入り用紙の居住証票をうけとら

なくてはならない。これら広義の旅券をもたぬものを鉱山主はやとってはな

らぬ。旅券は契約の終了日まで雇主があづかる。労働者は契約期聞がおわる

までは移動できないし郷役場も彼らを召還できない。ただし新兵に徴募さ

れたときと刑事責任を問われたときのみ例外である。契約は個々人とあるい

はアルテリごとに結び，紋章入り用紙に記入する。郷役場はその内容を確認

保障する。雇傭は，期聞を限ってか，あるいは一定の作業量遂行を限度とし

てなされることとする。ここまでの内容を概括すれば，国有地農民の雇傭は

郷役場で責任をもっ旅券制度で、彼らを把握できるかぎり自由とするが，しか

しーたび結ぼれた契約はなるたけ固定し，期限つきで雇主にr緊縛」して
おく，ということになろう。規則案の内容は更に次のごとくである。国庫は

固有地農民の担税力保護のために，雇主の側からの賃下げを規制するととも

に，もし雇われた農民が契約上の義務を果さぬときにはゼ、ムスキー裁判所で

雇主を保護し本人が死亡，疾病その他でやむをえぬ場合には，家族のだれ
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が連帯責任を負って雇われることとした。一方，規則案は鉱山主への国有地

農民の事実上の農奴的緊縛が発生することを防ぐために，本人の年関税額以

上の前借金を与えることを禁じ，違約金制度を禁じ，雇傭を条件に納税の肩

がわりをすること，将来の賃銀をかたに強制的に食糧をかしつけることを禁

じた。雇主は支払の正確さと旅券などの確実な返還を義務づけられ，この点

に対する不平を工場警察署長 3aBO~CKHH HCrrpaBHHKに訴える道が，労働者

に与えられた。 30ウ申エルスタ以内でも証明書を要求されることだとか，雇傭

に関する家族の連帯責任とか，個別的には古くさいものをもちながらも，全

体としてみると甚だ重要な内容をもっていた。だからこそであろうが，大蔵

大臣カンクリシは，これにはツアーリの承認を必要とする，として直ちに実

行しまうとしなくなかった(問、

1，832年12月，こA.iどはモスクワ総督ゴリツイン公 KHR3b且.B. fOJIHU:bIH 

は，工場労務者たちおよび雇主たちの間にある不平を終息させるための手段

について，マニユ評議会モスクワ支部に提案した。目的は工場に恒常的な労

働者群をつくり出すこと，労働者の工場主への不満を減少させ，労働者から

の陳情 )KaJIo6aを少ぐし騒動 BOJIHeHHeを予防することであった。その

ためにゴ、リツインは，農民主t都市の労働に出稼ぎさせた地主は，雇傭期限の

くる以前に呼びもどすととのできぬようにする，労働者も契約期間の終了ま

で、他にうつることができぬこととする，工場主には雇傭条件を書きこむため

の支払帳簿を pac可enlaR!{I-!H)I{Ka 用意させ，かつ労働者に対し支払うご

とに記入する契約票 PR~Hb!員 JIHCT を手渡すようにさせる，そして支払帳簿

の監督を地元権力が行ない，その帳簿のないところで労資紛争の発生したさ

いには，警察は労働者の言い分を支持すること，また，工場内における労働

者の諸義務に関する事項は列挙して構内に掲示せねばならぬ，などがその具

体的提案であった。この案は一部の工場主およびマニユ評請会モスクワ支部

のメシパーに送付された〈刻、

1833年にマニユ評議会モスクワ支部メンパーの意見がほぼ出そろった。貴

族出身のメリグノブ MeJIbryHoB は， 地主がこれまでどおりいつでも農民
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をよびかえせる権利をもつことを主張し，商人のプロコフイェフTIpOKOφbeB，

ルイブニコフ日.Pf，I6miKOB，ロゴジγTI.POrOAHH，ウルソフC.YpYCOB， 

ヴエレチエニコフ TI.BepeTeHHKOBは草案に賛成した"r自分の労働によ
りよい報酬を与える施設で，食糧を獲得する自由Jを奪ってはならぬ，とい

うのである。支払帳簿について，ロゴジγ，ベス 5ecc，ルイブニコヲ，プロ

コフイエフらはその有用性をみとめたが，ヴエレチエニコフは，これは全く

余計なものである， 大企業には特別の事務所 KOHTOpがあって支払いを行 2

っているから，あらためでこうした制度を導入することはわずらわしいのみ

だ，とした。モスクワ支部のメソパーたちは，工場の内部に介入されること

をきらった。労働日その他工場内規に類するものを掲示する点については，

その必要なしとし，草案の中に，労働者の陳情の一部は工場主の不正による

ものだとあることに全員抗議した。プロコフイエブヴエレチエニコフ，

ウルソフ，クマニγKyMaHHHらは，自分のところでそのような不公正はな

されておらぬしそんなことに労働者が不平宏鳴らしているのを聞いたこと

もない，と主張した。全体として草案に賛成とするのは，ロゴジγ，ベス，

プロコフイエフの3名で，のこりの5名は反対であった。マニユ評議会モス

クワ支部は，一方では，商人 Kyrreuであれば秩序正しくやっており，労働

者の不満を買っているのは町人，農民出身の「零細業者 MeJIO可HbI訪日POH-

3BO江HTe品」だ， と責任を回避しながら，他方では，ゴリツインの提案する

諸手段は， r安価な商品を大量に生産し，中層下層階級の消費者の必要みた
す工業のかなりを占める」小工場を困難な自にあわせるであろうから賛成で

きぬ，というのであった。~

ゴリツインは1833年11月再びマニユ評議会モスグワ支部にあてて p 恒久的

規則を作成することに賛同するように，その中に，工場主が労働者への支払

いを公正にするよう，工場主から労働者へ支給される食糧の価格を設定して

ほしい，と提案した。そしてゴリツインはヴエt，(チエニコフに，モスクワの

諸工場を調査しどこで賃銀は物品で支払われているか，労働者の不平をな

くするにはどうすればよいか明らかにするよう委任した。ヴエレチエニコフ
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は若干の工場を調査し，工場主の支払いはすべて公正である，もし県の首長

に労働者からの陳情や不平が聞こえるとしたら，それはr好ま Lくない人物
の教唆によるものにちがいなし、J，特別の規則制定の要はないと結論した。

マニュ評議会モスクワ支部はこの結論を支持した。ベテルフ守ルクのマニュ評

議会もこの問題では同じく保守的であった(31)。

フ守ルジョアシーの側からの拒否的態度にあいながらも，政府はゴリツイン

の草案を基本として法律を制定する方針を定め，マニュ評議会に再度検討を

依頼し，フゃルジョアシ{の要求に若干譲歩しつつも，これを内務省の審議に

うっし，枢密院にかけた。そして1835年5月24日，ツアーリの裁可をえて法

律となった IIoJIOJKeHHe06 OTHOll1eHH兄XMe:a，日YX03兄eBaMHやa6pWIHhIX

3aBe.l(eHH訪日 pa60可HMHJIIO.l(hMH， IIOCTylIaIOIIl;lIMH Ha OHhle IIO HaHMy。

内容は次のごとくである。担税身分のものはだれでも，上司あるいは所有者

から然るべき旅券ないし証明書をもらえば，その期間内は工場の作業に雇傭

されるととができる(第 1条〉。労働者は契約したならばその期限前に工場

をはなれることできないし，彼の上司あるいは所有者も，刑事責任を問われ

ているときと新兵徴募にあったとき以外は労働者を召還できない(第2条〉。

工場主は，労働者が義務を履行せず，あるいは行為が粗暴であるときに労働

者を解雇できるが，そのさいには2週間前に予告しなくてはならない(第3

条〉。以上にすでに明らかなように， 1835年法は，先にみた1816年， 1823年，

1825年の諸令の系譜をひき，農奴主と工場主とのあいだにおける労働力への

権利をめぐる抗争の調整の性格をもつが，そのさい，雇傭契約期間内におけ

る農奴主の召還権を剥奪し，しかも工場主の解雇の自由を大巾にみとめてい

る点に，工場主の権利の拡大がみられる。さらに内容の紹介を続けると，他

の工場から旅券や証明書をもたずにやってきた職工や労務者た雇傭した工場

主は，犯人隠匿の罪をきるのみならず，被害をうけた以前の雇主に損害賠償

しなくてはならぬ(第4条〉。国有地農民や町人は，雇主の希望で工場に

さらに留まるときには，旅券や証明書の受領を雇主に委ねることができる

(第8条〉。旅券や居住証票は雇主のもとに保管されるが， 契約期聞が終了
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したら直ちに各人に返却されなくてはならず，不法に返却を遅延してはなら

ぬ(第9条)。これらの内容は，旅券制度をもって自由雇傭労働者合工場の安

定した結合労働力編成の手段たらしめようとする意図を含んでいる。労資関

係の内部については次のごとくである。文書で契約 rroCbMeHHhle ycnoBHH 

するか支払票 paCqeT出品川CTを手渡すことでこれにかえるかは工場主の

自由である。しかしこの支払票には雇傭条件，出来高の，月ぎめのゆ日ぎめ

の賃銀額を書きこんでおくこと，および，貨幣支給ごとに，同じく欠勤や雇

主に与えた損害も記入することが必要で、ある。その他に雇主は労務者や職工

に支払った記録のための特別の帳簿(賃銀台|帳〉を用意せねばならない(第

5条〕。工場主は，工場内の秩序についての一般的規則を書くか印刷するか

して， 自分の名のもとに労働者の部屋か事務所に掲示すること〈第6条J。

上述の規則，支払票，帳簿は，工場主と職工の争い crropを審査するさいの

基礎とされる(第7条〉。かように， ゴリツインの構想、はかなり実現してい

る。しかし草案と異なり，これらを監督する機関は明記されなかった。この

法はまず2首都すなわちベテルブルグとモスクワに適用され，のち文官知事

の要請に応じて大蔵大臣が大臣委員会に申し出る形で，他の工業都市や大工

場に拡大適用されることが予定された(第10条)(32)。

1835年法適用の申請は，リガの県知事からおよび繊維工場主たちから出さ

れた。また1847年ニジエゴトロ県アルザ、マス市に適用がきまり， 1852年カザ

ン県ヴオスグレセンスカヤ・ガラ京、工場主とキエフ県精糖工場主がこの法の

適用を希望して成功している。甜菜糖工場には1853年より適用されたとみら

れる(33)。精糖部門にも適用されたとなると，それまでに中央工業地帯の諸県

にはほとんど適用されたものであろう。

1835年法の適用地域の拡大とならんで，工場以外の労働者にも同じ原則を

適用してゆく施策がうち出されていった。水運労働者の逃亡の多発に関連し

て，元老院は， 1835年7月交通通信長官 rnaBI-IOyrrpaBn冗IOlQHHrryTHMH H 

C006meHHHMHのトーリ K.φ.TOJIb に対策を作成してはと提案した。 ト

円リは「船の主人と水運労働者との相互的権利義務に関する o B3aHMHbJX 
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rrpaBax rr 06H3aHHOCT兄XCy，UOX03兄eBrr cy江opa6oT-!HxJ法案を作成した。

これは枢密院を経て， 1836年12月31日付でツアーリの裁可をえた。内容は次

のごとくであった。水運作業への労働者の雇傭は，もし居住地から30ヴエノレ

スタ以内のところで短期間なされる作業であるなら，自由な契約で何の規制

もないが，家を留守にして継続的になされる作業の場合には，居住証票が必

要である。後者の場合には，雇主は2冊の帳簿を用意し，それに労働者の名

前，旅券あるいは居住証票の番号，雇傭条件と契約期聞をかきこみ， 1冊を

船の主人の手もとにおくとともに他の l冊を監督機関あるいは水運警察部長

rrOJIHIl，Me員CTepcyλOXO江CTBaに提出しなくてはならなし、。かようにして，

この法律では，労資関係法としての1835年法をうけついでいるのみならず，

政府の監督をつよくうち出している。しかし一方，この法律は1835年法より

も農奴制的性格をよりつよくもってもいる。それは，義務的なアルテリ組織

とその連帯責任制にみとめられる。怠情や逃亡を防ぐために，支払の一部は

アルテリに留めおかれる。もしアルテリの一員が逃亡すると，そのものの残

Lていった前借金や賄の費用は，連帯責任をもっアルテリのメンパ{から取

り立てられた。船の主人は労働者に体罰を加える権利なもつことになってい

た。この新しい法は1837年に公示されたが，完全実施されたのは1839年から

であった側、

つづいて1838年4月30日，シベリヤ国有地における私営金鉱山に関する法

律 IIoJIo)I{el-!Heがツア{リの裁可をえた。 この法律もまた， 1835年法の系

譜をひくと同時に，農奴制的な規制の性格をもつよく持っている。西シベリ

ヤ，東シベリヤでの金鉱山の増大とともに，金の掠奪や労働者の逃亡，騒動

が発生したことをきっかけにして制定されている。金採取業者は大蔵大臣の

許可を要し，貴族，第 1および第2商人ギルドに属するものに限るとし，金

の掠奪は軍事裁判をもって威嚇された。その上で，雇主は旅券か居住証票を

もつもの以外を傭ってはならない，雇傭期間は一年をこえてはならない，支

払賃銀や諸控除は支払票に記入しなくてはならない，などをきめていた。連

帯責任のアルテリごとに雇傭し，現地に派遣することが法の上でのぞましい
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ものとされた。また，労働日を午前5時以後から午後8時以前まで，労働年

については日曜祭日を休日とすること， 9月10日過ぎに選鉱しないことなど

と規制していた側、

1835年にカングリンがマニュ評議会モスクワ支部に与えた覚書きには，労

働者が稼いだ貨幣がその労働者が家族の手に届くように，労働者に酒精飲料

をあまり飲まさないよう努力すべきだと示唆していたり， トレフゴリナヤ・

マニュの主人プロホロフ K.B. IIpoxopoBが自分の工場で採用した改善案

が，労働者の稼いだ金だとて必要のないときには支給しない，出身の村、から

の連絡のあるときはその限りでない，というものであった例)など考慮するな

らば， 1835年法にもられた労資関係調整の精神は，農民の出稼労働を念頭に

おいて，工場主の労働者に対する家父長制的支配の基準を定め，これを助成

するととであったとみてよいだろう。

IV 19世紀初-50年代の明働政策

(A) 

農奴制の基礎を動揺させる諸要因は，単なる商品経済的なものから次第に

資本制的なものへ重点、を移してゆく。農奴農民の地域的流動をとおして農民

への封建的支配がゆらぐことに対して，旅券制度がこれに歯止めをなそうと

していた段階から，さらにすすんで、，生産力の地域的配分の変化，なかんづ

く都市への生産力の，とくに労働力の集中それ自体が重大問題となる段階に

移る。

すでに1826年4月，大臣委員会は，都市の住民(すなわち貴族〉に有害な

工業企業主f川の下流域に移設すべきであるとの決定をなしている。これは企

業家の反対をよび，モスクワ総督ゴリツイン公はその意を体して，操業中の

ものはそのまま，新設するさいには下流域へとの基準に修正させた。 1833年

9月22日付の法律は，ベテルフ。ルグについて，建造物た三種に区分し，人口

密集地に建てうる建造物の基準を厳しくし，化学，製油工業の建物のごとき

は人家から50サージヱン以上離して建てるべきであり，密集地に建てること
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を許さない，とした。この法によって，工場の開設，移設はマユュ評議会の

審査にかかることになった。とれに少し先立つ1832年，全国を視察したニコ

ライ 1世は，モスグワに顕著な工業の発達がみられる一方，郡部のまちには

工業の欠如したところもあることをみとめ，大蔵大臣に対して，各県知事を

とおして首都にではなく郡部にごE場をつくる方が利があるとの考えを基礎づ

ける資料をあつめるよう命じた。しかし，とれは不可能なことである。カン

クリソは1834年11月1日付の覚え書きをもってツア{リを安心させようとし

ている。カンクリンは，工業の現存配置は生産を組織し，資本をあつめ，労

働者や職工をあつめるのに合目的的なのだと指摘したのち，リヨンやイギリ

スにみられるように労働者階級は危険な階級ではあるが，わが国では西欧と

全く異なり， 1"都市の工場に働くものは殆んど専ら出稼農民であるので，農

民人口を犠牲にして都市住民がいちぢるしく増大することはありえない」。

「ロシヤにおける工場の増大は，他諸国におけるよりはるかに利が多く危険

は少なし、。というのは，工場主は自分の労働者たちに対する影響力をもって

おらず，労働者たちは危険な全一体を構成しておらず，工場主は自分の利害

からして現秩序に結びつけられているからである」と(3%

1835年，ニコライ l世は再び全軍務および文官知事にあて， 1"諸都市にお

ける工場の強化および増大を助成する方法について」諮問した。その真意は

諸工場の全国的な平均した発展と，諸工場とともに発生する諸弊害の除去に

対する専制権力の側の対策を問うことであったとみられる。 43県知事からの

答申のうち23は， 1"そのような方法はない」とこたえ，その他は何らかの具体

的提案をなしたが，工業の発展と住民の福祉をともに助成する方法としてウ

ラジーミル県知事は，工場主と職工との聞の紛争を審理するためにマニュフ

アグチュア裁判所 MaI-IYφaKTypI-Ia兄 pacrrpaBaを設立してはどうか， と提

案している。工場を分散させることで事態を解決することはで、きない，工場

の内部で起る紛争を適切に調整することが肝要であるとの考え方のあらわれ

とみられる。先にみた1835年法は，すでに，一方では地主と農民=賃労働者

との関係を規制するものでありながら，他方で農民=賃労働者と工場主との
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関係を規制するものでもあった。後者の方向は以後ますます深化せざるを得

ない'0 とはいえ同時期ゴリツイ γ公が，モスクワの労働者たちは農村と結び

ついており，一時的に工場Jこ働くにすぎないので， 彼らに一際 6yHTは不

相応なものである，という理由で工場の集中を弁護しており，問題が専制に

おいて正面からとり上げられる途の遠いことが予想させられるのである。

1840年10月，薪の値上りに関連して設立された政府の委員会は，それが工業

の都市集中に起因するからして，郡部に工場を設立させるような特典を与え

てはどうか，と提案している側、

1840年12月，ニコライ l世の命によりブグスゲフヂエン伯 rpa中6YKcr-

eB.neHを議長とする委員会はペテルブルグの労働者と手工業者の生活状態

を詳細にしらべることになった。直接の理由は伝染病問題だとされている。

委員会のメ γパーは全部で 1，077戸の労働者住居を調べた。そしてその中で

411戸を快適なもの yλ06HbI首， 428戸を普通， 238戸を不快なもの λypHbI員

とみとめた。 1830年代から1840年代にかけては，ベテルブルグに続々と大工

場が建設されていた。新綿紡(1834年)，ロシヤ綿紡(1835年)，アレクサγ

ドル・ネフスキー・マニュ(1837年)，絹レース工場(1837年〉等々といっ

た具合で、あった。そして，人口密度の少なく，かつ都市労働市場の小さかっ

た時期に存在した，広い工場敷地と構内に多数の労働者小屋とを有する屋敷

企業 rrpe.nrrpH5nH5I-y ca.nb6 bIの型は減少し， 労働者は借室に頼らなくては

ならぬとか，労働者宿舎はあっても過密であるとかの現象がおとってきてい

た。一室な借りることもできぬものを相手に，貧乏な町人や官吏，軍人が家

主から一室借りうけ， その一室を片隅ごとに数人に叉借しする「隅貸し」

yrJIOBa冗 KOMHaTaが生れた (1晩7~ lOKorr.)。政府の委員会はとうした

住居を観察し， r壁は露にぬれ，通気口なく，・ H ・H ・-・室内に汚水溜がある」
r3サージェン四方以下の部屋に50人以上の男女が寝とまりし，そこには子
供たちもいるし，人々の中には伝染病の病人もいる」と報じている。委員会

のメンパーのオズノピシン 03H06HII1HH，は 199戸を調査し， うち快適で暖

たかかったのは48戸にすぎなかったと報告し，さらに， r児童は政府の特別
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の注意に価する。なぜなら彼らは将来の生産者であり，彼らの生活改善をす

るために，諸外国では多くのあたらしい法律を作成しているからである」と

のべている。その他にもオズノピシンは「恒常的な仕事をもたぬ日雇の状態

はまさに悲惨であり……これらの人々はひどく寒い部屋にくらし，つねに暖

い食事があるわけで、はないJ，r雇主や工場主や請負人は，彼らが豊かであ
ればあるほど，自分のところの労務者の福祉を配慮すること少ない」と指摘

していた(39)。

委員会の資料にもとづいてべγケンドルフEeHKel-IλOpゆが1841年12月18日

付で覚書 3arrHCKa0 MepaX K OTBpa山eHHlO6eCrrOp51，ll，KOB B CO，ll，ep)j{aHHH 

pa60QHX H peMeC~eHHHKOB B C-TIeTep6ypreを大臣委員会に提出した。覚

え書きは，ベテルブルグにおける職工および労働者の生活と精神を改善する

方法，人々を請負人や雇主の暴虐から防禦する方法，若干の施設の構造がわ

るく，汚物を河や運河に流すことが住民に与える害を減少させる方法，に触

れていた。覚え書きにあった具体的提案には，大工業都市にマニュプァグチ

ュア裁判所合設立すること，労働条件の基準として，労働日の長さは 1日に

14時間以内とすること，および「労働者はいかなる仕事に雇われたのであれ

雇主に完全に服従しなくてはならぬ」とと，ベテルフ事ルグ軍務総督を議長と

する後見委員会 rrOrreQHTe~bHbI員 KOMHTeT を設立して労働者の生活と精神

の改善に資すること，この委員会は労資の聞の民事訴訟を審理する司法上の

権能をもつが，まず委員会のメンパ{が陳情や苦情をもちこんだ労働者を忍

耐強く説得したのちに，それでも労働者が要請するときにのみ委員会の審議

にかけるべきことなどがあった。大臣委員会は1841年12月23日および1842年

1月7日の審議でベンケンドルフの覚え書きをとり上げ，後見委員会設立の

考え方に賛意を表したが，しかし，財政上の理由から実現にいたらなかった

という刷。とはいえ，労働環境の問題，児童労働の問題，労資紛争調整の問

題など，事実上，労働問題の種々相が具体的問題として政策対象として浮び

上がってきているものと推定される。

労働環境に関連してくるものとして 1843年2月8日付の蒸気機関防災規
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則 IIoJIoiKemre0 rrpaBH:JIaX rrpe，l(OCTOpOiKHOCTH， KaKHe瓦OJIiKHbI 6bITb 

Ha6JI1o江eflbIrrprr BBe，l(eHHH B yrroTpe6JIeHHe rrOpaBbIX MarnHH BbICOKOrO 

，l(aBJIeH聞が注目される。これは工場主に圧力の大きい蒸気機関の利用をす

すめるとともに，そのさい注意すべき指示を与えたもので，県知事が実施の

監督をなすが，工場主に直接の義務的性格をもつものではなかった。つづい

て具体的にその指導をなすために1843年12月3日，県機械監督 ry6epHcKlI訪

問 xaHHKの設置がきまった。すなわち，工場工業が発達している諸県には

機械監督が任命される。彼は工場企業を監督し，工場主に技術的改善，機械

の設置について助言し，年2回県知事に報告を上げる。県知事はこれを商工

局，l(errapTaMeHTMaHyゆaKTyprr BHyTpeHHe員 TOprOBJIHに報告する， と

いうものである。この政策の主たる側面が，遅れたロシヤに急速に高度の生

産力を移植するための生産技術上の指導であることに疑いはないが，また一

面，安全衛生規則の萌芽であるともみなくてはならない。リガ・マニュ委

員会は，この1843年の規則にもとづいて大いに活動したとったえられてい

る(41)。

より広い労働と生活の環境の問題に関しては，次のような動きがみられ

る。すなわち大蔵大臣はマニュ評議会モスクワ支部を通じてモスクワの工場

主たちに対し，作業場と労働者の宿舎 pa60羽詰 rraJIaTに新鮮な空気を入れ

るように，寝所を男女別々にするように，年少者に学習させるように，労働

者50人以上の工場に病室をつくるように，賃銀がいなかの家族に届くよう，

労働者の徳性をたかめるように訓告 BHyrneHHe し，マニュ評議会モスクワ

支部のメ γパーが半年に一度諸工場を視察して労働者の状態を報告するよう

に命じた。大蔵大臣は同様なことを各県マニュ委員会にも命じた。マニュ評

議会モスグワ支部は， I大きな羊毛工場や更紗工場には，換気装置もあるし

宿舎も男女別々である」などと答えている。 1844年，マニュ評議会モスクワ

支部のメイェγドルフ男 6apOHMe訪eH，l(Opφ は大蔵大臣に， モスグワにお

けるもっとも善意ある20人の工場主たちが，自分の訓戒を入れて労働者の生

活改善のための施策をとった，と報告した。これには，当時，工場への機械
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の導入と深夜業とがはじまっていて，作業場を労働者の寝所にも代用するや

り方が資本の利益にそぐわなくなっていた，という背景があった。工場主の

ように恒常的施設を有しない請負人にやとわれる建設労働者に対しては，政

府の直接の政策があらわれている。 1842年，政府はベテルブルグの雑役労働

者のために特別の病院を開設している。その負担は，住所局の第4・5部に

登録されているものが全員 60Korr・の特別病院賦課金を徴集される， という

形で，労働者自身にかかった。この病院賦課金は1853年には 81，564py6.に

達したという (4九

児童労働についてはどうであろうか。一方ではすでに1816年にトレブゴリ

ナヤ・マニュに工場附属学校がひらかれている。生徒は昼間は工場で働き，

夕方から読み書き，算術，図書，神法を習う。親が工場主と契約し，契約期

間 3~5 年間の収支を記入する通帳がわたされる。これには学校入学年月日

と入学の条件，成績がかきこまれ，生徒を賄なった費用と生徒の工場での稼

ぎとがかきこまれる。ここでも支払通帳方式がとられているのが注目され

る。卒業生は主として手工的熟練を要する職種の労働者-となった。 30年代の

はじめとの学校に工場労働者と町人の子弟約100人が学んでいた。 1821年，

ベテルブルグ造兵廠にも砲兵技術学校 TeXHHQeCKaH apTH~~ep凶CKaH

凶印刷が設立され，労働者の身分的束縛とその世襲化の方式をとった熟練

労働者育成方法を廃しはじめている。 1840年代のはじめになると，グチコフ

rYQKOB，シュティンバッハ illTe員H6ax，チトフ THTOB，ロシュフォル

PO山中Op; コトフl{OTOB，ノヴィコフ HOBHKOB らの所有するモスクワの工

場に附属学校が設立されており， 1，000名以上の少年が学んでいた(43)。

しかし他方，家父長制的な支配が村や家に強い支柱として存在している社

会で大工業が発展してゆけば，無権利な少年・少女が工場労働で身心をすり

へらすことになるのは必定である。 1843年，ほぼ機械化されていたとみられ

るモスクワの綿紡績業に8，348人の労働者がいたが， 1844年に年少労働者の

みの登録数が同産業に2，100人あった。つまり，労働者の弘が年少者だった

ことになる。ベテルブルグのタパコ工場には， 1852年の「内務省ジャーナル」
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によると， 1，925人の職工のうち16才未満の少年が269人，同じく少女が130

人おり，彼らの半数は市外の，あるいは近県の農民の子弟であった。ツアー

リの裁可をうけた大蔵大臣カ γクリンの1837年11月付覚え書きは， r児童を

堕落からまもり，信心深い生活へむける」ために教会に大きな意義を見出し，

年少者が適当な学校に通い，教会に通うよう工場主がよく監督すべきである

としていた。しかし，このような政策が実効をもつはずもない。マニュ評議

会モスクワ支部メンバーによりなされた調査は，綿紡工場において深夜業が

ひろく行なわれていることを明らかにしていた。モスクワ文官県知事カプニ

スト 11.KaI1HHCMが， rモスクワの諸工場における作業の最も適切な配分に
ついて，および労働者にとって甚だ苛酷な，とくに年少者にとってそうであ

ふ夜間生産時間の縮少について」報告すると，ニコライ l世はこれに注目し

大蔵大臣の注意を喚起した。もともと国家財政を背景にもつロシヤの官営諸

工場では， 12才未満の労働者を使役していなかった。それで大蔵大臣は，

r12才以下の労働者を午前O時から翌朝6時までつづく深夜の番につけては

ならぬ，地元権力がその実施に対する監督をなすJ，という草案を作成した。

これは1845年8月7日にツアーリの裁可をうけて法律となった。この1845年

法が，現実にどの程度実施されたかは，きわめて疑問である。しかし，ベテ

ルブルグのジューコフ所有タバコ工場では，政府の監督のため深夜業をゆる

されなかったが，しばしば労働日は午後8時で終るはずなのに午後12時まで

のびた，という記録や，年少労働者を比較的大量に使役していたタパコ工場

で， 50年代に入ってからこれを減らしたとの記録は， 1845年法にも関係して

いる可能性がある附@

すでに1836年，ウラジミル県知事をとおしてマニュファクチュア裁判所の

構想が出されていたが，マニュ評議会モスクワ支部は1843年3月l日これを

検討している。マニュ評議会モスクワ支部の草案は，マニュフ 7グチュア裁

判所の機能を，工場主から労働者へ支払われた金が不公正で、あること，およ

び工場主の労働者への態度がよくないことについての労働者側からの訴え，

労働者がその義務を遂行しないことについて，労働者が資材や機械を損傷す
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ることおよび労働者の欠勤についての工場主側からの訴え，および工場主同

士の相互の不平訴えや労働者をめぐっての地主と工場主との相互の不平訴え

をあっかうものとされた。 1835年法の形成過程で，工場内部の事態に介入さ

れることを嫌った工場主たちが，自分たちの方から第三者による調整をのぞ

むにいたった変化にまず注目したし、。労資の矛盾がいまや工場主の家失長的

権威によって抑えるには激しくなりすぎたことがその背景であろう。ところ

でいま一つ， 1835年法にいたる過程で工場内部への介入をのぞんだ専制の政

府が，マニュ評議会モスクワ支部のこの申し出にはつめたかったことが注目

されなくてはならない。その理由はおそらく，マニュブァクチュア裁判所を

ゼムスキー裁判所とならべて設置することは，乙の機関にブルジョア的性格

を強くもたせるであろうことへの恐れである。政府は同1843年，ベテルブル

グおよびモスクワのアニュ評議会のメンバーに，企業におけるのみならず，

警察分署 rrOJIH~eHCK尚 y咽CTOK への陳情況叩06 の審理にも参加するよう

義務づけた。づまり，労資紛争調整に関して専制の下部機関に協力せしめる

ということである。かくて1844年，マニュ評議会モスクワ支部は10件の陳情

を取扱ったが， うち2件は工場主が労(働動者を訴え7たミものであつ7たミ(附4“的5め〕

マニユ言評干議会モスクワ支部からの提案と同様のものがl同845年リガ.マニュ

委員会からも提案された PerJIaMeHTφa6p別HO訪日OJIH~HH HJIH MeCTHbIX 

Cy)(OB )(JI5I JIHゆJI5IH)(H沼。すなわちりフりヤγド県に工場警察をつくる案で

ある。工場警察は「工場に精神と秩序を維持するためにJ，[""さほど重要で、な

い工場労働者の過失や，労働者の科による工場主の損失の補償」について検

討する任務をもち，議長および工場の職長ーから選定される 2人のメンバ{よ

り構成されるものとされた。この案は大臣委員会にかけられ，内務省にまわ

され，内務省は1848年10月15日，大蔵大臣の承認もえた覚え書きにおいて，

工場警察の設立なぞいらざることである，なぜならゼムスカヤ警察がそれら

の任務を充分に果しているからである，との見解をうち出した。ここでも，

工場警察が雇主と職長の影響下に地主の権力を制限することへの恐れがあら

われたのである (46)。とはいえ，このような案が次々と出てくることは，労資

一・ 4弘
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可慢の紛争が個々の工場内部では簡単におさまりつきにくくなっていること，各

工場の内部でブルジョアジーにとって合理的に紛争を調整することが必要で

あるとともに，紛争調整が工場主たちの連合組織たとえばマニュ評議会によ

って事実上とりあっかわれていること，その傾向がつよまってゆくことなど

を背景にしているとみなくてはならない。

当時，労働者が訴えて出る不満の主な内容は，機台の整頓作業への支払が

ない，製品の損傷や欠勤や賄の費用に対し過度の賃銀控除が行なわれる，出

来高賃銀なのに完全に支払われない，などであり，雇主が訴えて出る不満の

主なものは，勝手に作業をやすむ，材料を損傷する，生産上の機密を局外

者にもらす，などであった。 1843年モスクワの工場主ブルイチェフC.II. 

EyJIbI'IeB のもとの労働者11人が賃上げを要求して作業を放棄し，マニュ評

議会モスクワ支部のヴェレチェニコブが陳情の審理にあたった。すると，ブ

ルィチェブのところでは，労働者アルテリに食糧品をわたすこと，個々の労

働者の諸掛りを分離することなどが無秩序で，賃銀台帳の整理が不充分であ

ることがわかった。ブルィチェブはマニュ評議会モスクワ支部に召喚され，

訓告された。同1843年，モイセエフ MOHceeB所有のモスグワ工場の労働者

が陳情したさいには，工場主はマニュ評議会モスクワ支部の提案を入れず，

これを不満としてより上の機関に陳情したという。労働者の要求は機械整

頓時間への支払であった。 1844年，モスクワ軍務総督、ンチエルパートフ公

KHR3b A. f. lllep6aToBは， 労働者から数多くの陳情がきており，その中

には，賃銀が磨損したり端を切りとられた銀貨で支払われること，強制的に

物品とくに工場製品で支払われることへの不満があることをのべている。シ

チエルパートブは物品による支払をやめるようモスクワの工場主たちに命じ

ているが，その効果のほどは不明である(47)。

マニュ評議会モスクワ支部が審理した陳情は， 1844年に10件， 1847年には

22件， 1849年29件， 1850年35件， 1851年42件， 1852年31件， 1853年19件，

1860年には51件あった。 1860年の51件のうち8件は，工場主側からの訴えに

よるものであった。工場主側が直接に警察の助力をあおぐことも多かったよ
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うである。'モスクワ総督ザグレフスキ{伯 rpaφA.A. 3aKpeBCKH負の資料

によれば， 1848年， 1年聞にモスクワの警察へ工場主によりっき出されてき

た労働者はし686人をかぞえたが，うち刑法に触れるもの97人で，粗暴・不

作法によるもの498人，雇主や両親の訴えによるもの 258人とあった。ザグ

レフスキーは，これをもって如何に不穏な労働者が多いかをのべようとした

のであるが，この資料は，同時にわれわれに，いかに工場主たちが労資紛争

にあたって警察を直接に頼りにしたかを示している。同じように，労働者か

らの陳情も，ゼムスカヤ警察やゼ、ムスキー裁判所で処理されるものが多かっ

たであろう。しかし，マニュ評議会の審理にゆだねられるものも多くなっ

た。 1860年4月，マニュ評議会モスクワ支部議長のシポフ A.illHI10Bは，

「この2年聞に支部であっかう陳情の件数が以前にくらべて非常に増大し，

支部のメンパーは始終審理のため応接所 rOCTHHHbI泊江OMに出かけなくて

はならぬJ，また審理のために定められた日程が短かくて，そのためいそがし

いと不満をもらしていた。警視総監 o6ep一110JIHU;MeHCTepはこれに対し，r同
種の審理は大部分わずかの猶予もならぬものであり，審理中にも工場労働者

のあいだで不満が発生するやも知れぬ」ものである，とのベた。いずれにし

ろ，紛争調整機関の拡充の必要度が増してきている仰)。

紛争解決への.基礎とされるべき労働基準の設定や，それを基準とする紛争

調整機関の設立ゃに先立って， 1845年，労働者鎮圧のために刑法典への追加

がなされた。その前年の1844年，モスクワ県のヴォズネセンスカヤ紡績工場

で労働者の大騒動がおこり，武力による鎮圧が行なわれたが，いずれにしろ

その事件が大きな影響をもったに相異あるまし、。 1845年刑法の第 1，791条は

労働者が全アルテリで結束して，あるいは群衆をもって工場所有者あるいは

管理者に明白な反抗をなした場合に，これを政府権力への反逆とみなす，と

いうので、ある (49)。工場の内部でおとったことであっても，工場主の私有財産

の領域内の出来事とはみなさぬ，ということであり，工場主は労働者に対し

て，専制政府の下部機関としての意味をもっ，ということである。いかにも

農奴制的，専制的な鎮圧思想があらわれている。
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いま一つ，鉄道建設と関連した政策について附言しなくてはならない。ベ

テルブルグ・モスグワ鉄道建設工事のなかで， 1843年11月から労働者の騒動

がはじまっている。 1844年憲兵将校を長とする鉄道警察部 rrOJIH[(eHCKHe

yrrpaBJIeHHeの設置がきまった。これの任務は，労働者の配置や労働者の食

事その他必要な物質的生活の条件について監督し，請負人と労働者との聞の

紛争において調停者 rrocpe，nHHKとなることであった。国家的事業への対策

として興味ある形式である。ただし，憲兵による調停は，当初効をそうした

わけでなく，労働者の逃亡はまし，憲兵による労働者への体罰が労働者のい

かりを買ったので，交通通信局長官 rJIaBHoyrrp印刷10m凶 rryT兄MHH COO-

6meHH5IMHは憲兵将校に対し， r多数の労働者に体罰を課すること」を禁じ
たという〈向。

(5) 

1847年， 芳スクワのオシポフ OCHrrOB所有のラシヤ工場で蒸気機関が爆

発を起し労働者6人が死亡するという事故がおこった。モスクワ総督の命

により， マニュ評議会モスグワ支部のプロホロフ IIpoxopoBとロゴジンと

が技師の参加のもとにモスクワにある全蒸気機関の調査を実施した。すると

54台の蒸気機関のうち正常であったのは27台にとどまり，あとの27台は修理

を要するか安全弁の取付を要するものであることがわかった。すでに大蔵大

臣のもとに，ウラジミル県知事からは，各企業の蒸気機関を検査するのは困

難な仕事であるとの報告があがっており， トヴエリ県文官知事からは， 1843 

年法を低圧の蒸気機関にも拡張適用するようのぞむとの意見が出されてい

た。 1847年11月，大蔵大臣ヴロンチェγコ φ.II. BpOH可eHKOは， 1843年法

を起案した交通通信中央局 rJIaBHOeyrrpaBJIeH即日yTe員HC006meHH5Iへ

あてて，これらの意見をったえるとともに，モスクワとリヤザγにおける低

圧蒸気機関の爆発事故を指摘した。あたらしい規則案を作成する委員会が設

立された。メンパーはレネγヵγプ PeHHeHKaMφ，サムソノフ CaMCOHOB，

ベルド 5epλ らであq た(51)。
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1849年，グチコブ所有の工場でも災害が発生した。モスクワ総督は，こん

どは次のような命令 pacrrop兄AeHHeを発した。いわく危険な機械は運転を

休止せよ，ルパシュカのすそがひるがえらぬようスボンの中に入れよ，袖口

をまくれ。とれによって，グチコフの工場での災害の原因が機械の過密であ

ったことがわかる。 1851年，警視総監はマニュ評議会モスクワ支部に質問し

ていう，慌毛機械の間隔はグチコフ工場でのように1.5アルシンで充分であ

るか，と。 ζれに対するマニュ評議会モスクワ支部の答えは， r安全規則」
によれば，機械の間隔は弘アルシンなければならないことになっている，と

いうものであった。なお， 1アルシンは約71cmである (52)。

1843年法の改正案作成作業にとりかかっていた委員会は， 1851年11月，マ

ニュ評議会に意見を提出した。これぬ以前の法律を簡明にして，専門家ばか

りでなく，工場主にも労働者にも理解しうるものとし木造の建造物の中に

蒸気機関を設置することを禁じ，機械の試験は技師と機械工のみによってな

さるべきことなどきめていた。マニュ評議会も交通通信局長官もこれに同

意したが，しかしこの案は直ちに法律とならず，審議は1854年まで継続し

た(53)。

1847年，モスクワ総督シチェルノミートフは，労資関係を規制するための提

案を大蔵大臣ヴロ γチェンコにあて覚え書きとして提出した。その内容は次

のごとくであった。すなわち，彼は多くの陳情を雇主および労働者からうけ

ているが，その多くは労働者の採用・解雇に関して規則がないことから起っ

ているかに考えられる。労働者の採用は大部分，口頭の約定日oCJIOBeCHbIM 

yCJIOBli5lMをもってなされ，労働者の義務や労働日の長さなどを印刷した規

則を有しているところはわずかしかないし，かっこれらの規則には重要な点

が欠如していたり不備が多い。工場主に文書上で契約する義務を負わせ，支

払通帳 PacqenIa刃 TeTpa，l¥bは労働者にもたせ，工場主はその控え Korr聞

を保管し不平訴えを審理するさいの基準文書とすべきである。紛争調整の

ために，労働者の中から有徳の人物を労働者25~50人に l 名つづ選出させ，

これを調停者 rrOcpe，l¥HHKとする。支払通帳には大凡次のような内容と規則
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をもりこむべきである。労働者は契約期間中は作業を拒否で、きなし、。雇主は

期限前であっても労働者が義務を履行せず，行為が組暴なときには， 1週間

前の予告で解雇できる。作業の性質も契約で固定すべきであるが，その部分

のみ口頭の約定にしておけば， r余儀ない場合」には変更できる。雇主は労
働者に対し，欠勤，時間中の喫煙，製品の損傷，作業場での騒ぎ，雇主の許

可なしに知人と訪問しあうこと，などを理由に罰金を課することができるが，

そのさい，調停人の立会のもとに支払通帳にかきこまなくてはならない。労

働者はきめられた時間内に帰宅し，雇主とその家族を尊敬すべきであり，不

従)1原や粗暴は厳しく罰せられる。労働者が工場の病院で治療をうけると，そ

のための全支出は彼の支払通帳に書きこまれ，彼は全快ののち労働をもって

弁済 OTpa6OTaTbしなくてはならぬ。もし作業中に雇主の科により労働者が

怪我をしたときには，雇主は病人の治療に扶助金 rroco6Heを支給L， もし

転帰ののちも労働能力を失なうことがあったら， 1年分の賃銀にあたる扶助

金を支給する。労働者が死亡したときは;扶助金は縁者にわたされる。と以

上のような内容であった。シチェルパートフは，このあたらしい規則を1848

年7月1日より実施したい，と提案した(54)。

シチェルパ{トフのこの草案は， 1835年法の系譜をひき，雇主の労働者に

対する家父長制的支配を基本的に支持している。中には，解雇予告期聞を2

週間から 1週間に短縮するなど，工場主側に有利にことをきめようとしてい

る点もみのがせない。とはし、え，この草案の重要な点は，工場主に対し文書

契約を義務づけ，支払通帳の原本を労働者に保管させようとしている点，労

働者の中から若干の調停人を選出させようとしている点，工場内規の標準形

を示すことによって1835年法があえて触れるのをやめた工場の内部の生活へ

の規制，すなわち労働基準の規制へ一歩を進めようとしている点にみとめら

れるのである。すなわち，この草案には，専制権力が労働者の一部分の協力

をうることによって工場主の行動を規制する，という関係がひそめられてい

るのである。マニュ評議会のメンバーは，この草案に対し， r現行の1835年
法でまったく充分であるJ'モスクワには工場多ししたがって紛争も多く
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なって現行法に不充分な点が出たとすれぼ，現行法l乙地方的命令を附加すれ

ばよいとし，さらに，工場主と労働者とがいちいち文書契約するがごときは

「労働者数が1，∞0人， 2，0∞人あるいはそれ以上にも及び，それらの人々が

毎年入職したり離職したりしているようなところでは」不可能である，とも

いった。草案は，マニュ評議会の意見もそえて，大蔵大臣附属評議会にまわ

された。評議会は， 1848年2月12日の会議でマニュ評議会の意見を支持し

た。そして，モスクワで多発する紛争を解決することに関しては， 1835年法

に必要な補足をなし，マニュ評議会モスクワ支部のメンパー l名の立会いの

もとに区警察署長 KBapTaJIbHbI訪問)J:3upaTeJIb か市区警察署長羽CTHbI訪

日pUCTaB が紛争を審理するように， モスグワ県のその他の諸都市では区警

察署長か市長 ropO)J:H1FI凶が，モスクワ県の郡部では工場主から出た調停人

の立会いのもとに郡警察分署長 CTaHOBblH rrpUCTan lこ委任するのがよい，

と提案した。内務大臣は，労資関係は大蔵大臣の所管であるからとの理由で

草案の検討に加わらなかった。草案は次にマニュ評議会モスグワ支部にまわ

された。ことでも1835年法に必要な補足をすれば足りるという意見が支配し

た。かようにして，シチェルパートフの提案は実現しなかっt，::，<55)0 

そうこうするうちに，西ヨーロッパにおける1848ー 1849年の革命の情報が

ロシヤに達し，プロレタリアートへの政治的恐怖がつよまった。あたらしい

モスクワ総督ザクレフスキ{は1848年10月22日付の大蔵大臣あての覚え書き

において，資本主義的工業の発展を抑制しようという専制の伝統的志向の一

面を再度表現した。すなわち，モスクワに工場を建てさせると労働者が集中

することになり，社会は不穏となるし，食糧・燃料の値が上がり，さらに工場

には爆発の危険もあり，空気や水を汚染して，都市の生活を不快なものとす

る。よって以後モスクワには私人に属する工場の新設を許さず，また生産の

拡張もゆるさないようにしよう，というのである。これをうけた大蔵大臣ヴ

ロンチェ γコは，この時代に逆行する申し出に直接反対するのではなく，ニ

コライ l世に具申してはどうかとすすめた。それでザグレフスキーは， 1848 

年12月12日p ツアーリにあって「モスクワに工場の設立を禁止することにつ
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いて，および現在そこにある工場に働く労働者を監督するための諸手段につ

いて」の覚え書きを提出した(56)。

ザクレフスキーの覚え書きは，ツアーリの命により大臣委員会の検討にま

わされた。委員会はこれを内務・大蔵両大臣にまわした。内務大臣は，モス

クワに工場を開設するのを禁ずるのは工業に圧迫を加えることになるだろう

とみた。大蔵大臣ヴロ γチェ γコは次のように考えた。 Iわが国の工場従業

員は，現在の構成においては，これ含西欧の家なきプロレタリア{トと比較

することは全然できない0 ・H ・H ・..ロシヤにおいて，とりわけモスクワおよび

モスクワ県において，工場労働者は舛国におけるような都市の基本的住民で

はない」。モスクフに火災の危険ある建物の設立をのみ禁ずればよし、。労働

者を処罰するばかりでなく， I奨励」もしなくてはいけないoその先例は，

すでに1848年 1月21日付のロシヤ工業博覧会に関する法律の中で，生産現場

で優秀な職長や工場労働者を報告する権利を工場主に与えたζ とにみられ

る。この方式で毎年県庁に品行方正な労働者の名簿安提出させ，県庁からの

賞状を工場主をとおして渡し，あわせて県下に公表してはどうかと。もちろ

んマニュ評議会もザクレブスキ{の考え方に否定的である。しかし，ニコラ

イl世は1849年6月28日付でザクレフスキ{の提案を承認した。とはいえ，

多少の修正が加っており，その修正は，問題の力点を工場設置の規制jから労

資関係の規制へと移すことであった問。

1849年6月28日付規則の内容は次のごとくであった。モスタワに綿紡，紛

毛，鋳鉄，硬脂，油脂，化学産業の工場を設立することは禁ぜられる口その

他の産業の場合にもそスグワ総督の許可を要する。工場主は半年に 1回大蔵

省に対し企業の状態，労働者数，機械台数を報告する義務をもっ。地元権力

は工場主が政府の諒承なく生産高，労働者数および機械台数を増さぬよう厳

格に監督する。労働者に対しては，祭日に一定時刻以後工場の門から出るこ

とは禁じられる，通常の会見に要する時間より長く知人や親戚のものと接触

しではならない，日曜祭日に教会にゆかなくてはならない，違反してゆかな

いものには 5Korr.の罰金を課する， 不服従の労働者は市の警察署に送致さ
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れ，矯正のため処罰される，とあった。労働者に対する工場主の行動も規制

された。賃銀は物品ではなく貨幣をもって支払わるべきこと，賄の費用は前

もって労働者に明らかにすべきこと，契約期聞が終るまでは賃下げしてはな

らない，契約期間の終了後に労働者の旅券をとめおいてはならない，労働者

をいつ解雇してもよいが，そのさい3日前に予告しなくてはならない，など

である。解雇予告期聞がシチェルパ{トフの草案にくらべてさえ，さらに短

縮されたのが注目される。 1835年法の基本は維持されつづけているとはいっ

ても，やや長期の契約を固定させて，賃労働を身分制度に適応させようとの

努力のほかに，階級としてのプロレタリアートを事実上みとめ，これを敵視

し，その生活の隅々に直接の警察的監督をうち立てようとしているのが，こ

の規則である。工場主の活動と労働者の傾向を統制するために，モスクワ軍

務総督を長とする特別委員会が設立された。この委員会にはマニュ評議会モ

スグワ支部のメンパーが l名加えられていた(58)。

工場工業そのものの制限についての側面では，この規則の成立のすぐあと

1849年7月13日，ツアーリの命令にもとづき， Iモスクワおよびそスグワ県

諸郡内の諸工場における火災および水質汚染の除去について監視」する委員

会が設立されている。その一方で，同 7月13日付の大蔵大臣からモスクワ総

督にあてた書簡は，モスクワ内であらゆる種類の工業を決定的に禁止するこ

とは，わが国の工場工業にとゥてはなはだ有害であり，今後の発展をおしと

どめることになってしまうであろうから，工場主の希望どおり工場を拡張さ

せた方がよい，と忠告していた。マニュ評議会モスグワ支部は，工場の拡張

についての工場主の歎願 IIpOCb6aをどんどん受けつけて，モスクワ総督に

圧力をかけていた(59)。

モスグワに適用されたとのザクレフスキーの規則にもとづいて一般法を作

成してゆこうという動きがつづいた。その草案の起草が，マニュ評議会〈ベ

テルブルグ〉とマニュ評議会モスクワ支部に委任された。マニュ評議会は，

そのための特別委員会を組織した。メンバーはポプリンスキー伯 rpaφ

I306pHHCK凶陸軍大佐レネγヵγプ PeHfIeHKaMII中，シュチグリツ男 6apOH
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山 THrJIHL(であった。この委員会は， r規則によるよりも相互の利益によっ
て」みちびかれる方がよい，と労資関係への権力の介入に反対し， I労働者

階級の徳性を改善する問題は，人民の生活の全体と，彼らの人生の内的外的

諸条件の全体と密接に結びついているのであって，ここでは警察的規程は効

果がないJ，労働者生活へのこまごまとした監督は，かえって彼らを憤慨さ

せるであろう，とのベた。とのように， I禁止的手段が労働者の意欲を奪う」

ことをおそれて，労働者生活への警察的監督に反対することは，そのうらで

は，労働者に対する工場主の専制支配を主張するととであった。彼らは，ザ

クレフスキ{が，労働者の賃銀が彼らの家族に届くよう特別の後見的施策が

いると考えているのに対し，その必要はないと反対する一方で、，労働者に前

借金として金を与えることはあってもよいと考えるのである。 1835年法の準

備過程には，農民労働力の利用をめぐる地主と工場主との対立が現われてい

たとすれば，ここには，工場の直接生産過程における労働者支配権をめぐる

農奴主国家とフやルジョアジーとの対立が現われている。ともあれ，ザクレフ

スキーの案は否定的な所見が附されてマニュ評議会にもどった。マニュ評議

会も大蔵大臣も，とれに同意した(60)。ザグレフスキー規則の一般化への道は

険しかった。

これに対し，ザクレフスキーは1850年6月，労資関係の一般法が制定され

るまでの聞のこととして，単一の形式をとった支払通帳 paCQenIa5ITeTp日b

を利用させる制度をうちたてようと提案した。支払通帳に細々した規定を印

刷し，これを全ロシヤに共通にすれば，おのずと一つの規則が普及するとい

うわけである。ザクレフスキーの案によれば，これは二つの部分よりなり，

第 lの部分には工場主の権利と義務が，第2の部分には労働者・職工の義務

がモ権利はない〉規定される。工場主は自分の工場にやとわれた労働者を

「公平に柔和に」取扱う義務をもち，契約期間終了以前でも賃銀を引下げる

権利，貨幣のかわりに物品で支払う権利，労働者が「義務を履行せず，ある

いは素行が粗暴」なるときには2週間前の予告で解雇する権利をもっ。労働

者は雇主およびその家族に服従しなくてはならず，雇主の許可なく知人をま
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ねくことできず，定められた時間より帰宅が遅れてはならない。規則に違反

したときには罰金を賦課される。契約期限前に雇主の許可なく工場を去るこ

とはならず，契約で定められた賃銀に追加即日6aBKaを要求してはならず，

労働者の科により発生した経営に対する損害はこれを賠償しなくてはならな

い(61)。このようなザグレフスキーの案の内容を一見するならば，ザグレフス

キ{がブ、ルジョアシーの賛意をうるべく大きな譲歩をしていること，それに

よって，労働基準としての内容がいちぢるしく劣悪になっていることが知ら

れるであろう。

この案に対しでさえ，なおブルジョアジ{は反撃する。マニュ評議会は，

解雇予告期間の2週間は長すぎるという。また，いまや支払通帳の中にまで

雇傭は旅券を提出することによってのみ成立するといった規定をもりこむ必

要はない，という。旅券をもたぬ臨時労働者の雇傭もかなりあったのであろ

う。また，ストライキや騒動に関する規定をこそ，むしろ入れるべきである

と。かくて，マニュ評議会が修正し，大蔵大臣附属評議会で承認された支払

通帳の草案の中には，地元権力が工場主の権力を制限し，これを監督する内

容はほとんど消失していた。 1852年2月28日になって，草案は再び「検討に

付する」ためにそスグワ総督ザグレフスキ{のもとにまわされたが，同時に

商工局は，必要な部数を印刷してエ場主たちに配布せよ，と命令を発した。

これは一種の実力行使ともみうけられる。マニュ評議会の修正草案は，その

のち， 内務次官， 官房第E部長官 rJJaBHoyrrpaBJl兄10m凶 R.OT，a:eJleHH兄
KaHUeJl叩聞のフ。ルドフ伯 rpa中DJly江OBなどに回送され，最後に大蔵大

臣の提案がいよいよ 1854年4月19日，枢密院にかかった。ところが，ここで

の審議の結果， rベテルブルグおよびベテルフゃルグ県が戦争状態を布告され，
工場労働者に対する特別強力な監督が必要となっているとのときに，工場主

と労働者との相互関係についての現行秩序に何らかの変更を加えるのは，全

くもって得策ではない」というものであり， 1854年5月17日，枢密院は，支

払通帳制度を「より有利な状勢となるまで」延期すること，大蔵大臣はその

ときがきたら枢密院に提案するように，と決定した(62)守
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グリミヤ戦争におけるロシヤの敗戦ののちアレクサンドル2世のもとに

すすめられる諸政策は，何といっても農民問題が中心をなすのであって，狭

義の労働政策のウエイトは小さい。しかし，政策に結実しようとする潮流は

もちろん動いているわけで、ある。

1859年2月， r労働者を身体の致損から防護する」規則作成のために，ベ
テルブルグに県知事を長とする委員会が設立された。そして，ベテルフ守ルグ

の諸工場の点検が行なわれ，年少労働者の生活と労働条件に特別の注意がむ

けられることになった。第5表，第6表は委員会の調査の結果えられた統計

である。委員会は， 1860年，ペテルブルグおよひ、ベテルブルグ県諸郡に所在

する工場および製作所のための規則 rrpaBHJlO案を作成した。これは7部に

わけられ，一般的規則と各産業ごと(紡績，漂白，染色，織布，捺染，化学，

製革〉の規則とが排列されていた。機械の最も危険な個所に覆をなさずに操

業してはならない，機械の構造に無智な児童や成年男子を機械につけてはな

らない，作動中の機械を清掃してはならない，工場主は明るく広々とした作
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第6表 ベテノレプノレグ(含郡部〉の私的企業における児童の年令構成 (1859)

綿紡

織布・捺染

文房用紙

業場をつくり，そこに機械取扱い上の注意をかいた規則を掲示しなくてはな

らない，などの安全規則にまじって， 12才未満の児童を採用してはならな

い， 12才~14才の児童は，これに 2 時間の休憩を含めて 12時間以上労働させ

てはならない，児童の深夜業は禁止されるなど，児童労働に関する規制がの

べられていた。さらに工場監督官 HHcrreKTOp 1名とその助手 rrOMOW;HHK

2名の職を設置する。そして諸工場を年に2回以上視察させる。規則に違反

した工場主は罰金を課される。雇主は，作業中に怪我をした労働者に扶助金

を支給せねばならず，完全に労働能力を衷失した場合にも，彼が生きてゆけ

るだけのものを与えなくてはならぬなどとあった(63)。以上のように，ベテル

ブルグで作成されたこの規則案は，工場監督官の設置や工場主の責任の明確

化など，革新的なものであった。

しかし，この規則案は，直ちにベテルブルグにおいて実施されるはこびと

はならなかった。その真の理由は不明であるが，この規則を全ロシヤ的なも

のとして作成しようという内務省の意向が働いて，規則案は印刷され，工業

の発展した諸県の知事にあてて送付された。内務省は，あるいはせまりくる

大改革を前にして，賃労働者たちに一定の譲歩をなすことにより，社会的磨

擦を弱めようと考えていたかも知れない。だが，この規則案が各地で知られ

るや，工場主たちを中心に大きな反論がわき上がった。その多くは，自分た

ちの直接的利益を守ろうとする，むき出しのものであったようである。いわ

し災害に対する雇主責任に反対である，機械の危険な部分にすべて覆をつ
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けることなどできない，雇傭条件は各企業主にとってまちまちで当然であ

る，労働者の生活改普のためにむけうる資本は工場主のもとにない。トウラ

の工場主たちは日く，成年男子は児童の手伝いがあってはじめて働けるので

あるから， 12~14才の労働者の労働日の長さの制限に反対である。ウラジミ

ル県知事は日く，年少者は親たちによって小企業にも出されているが，そこ

ではもっと事情はわるいのに，何の規制もないではないか。トヴヱリの工場

主は日く，年少者の深夜業を制限すると，労働者の賃銀にわるい影響を与え

る。圧倒的多数の工場主および県の首長は，工場監督官職を設置することに

反対した。工場の監督は経営者 X03兄eB自身か，マニュ評議会ないしマニュ

委員会のメソパーにまかされてしかるべきである，というのである。監督の

必要なのは工場そのものではなく，工場主の行動であったのだが。しかし中

には，トヴェリ県知事パラノフ EapaHOB のように， [""工場主は人民 Hapo江

の福祉のことも，人民の子弟の教育のことも，なにも考えていない。ただ専

ら自分のふところのことのみ配慮している」と，工場へのあたらしい規制を

導入することに賛意をあらわすものもあった似〉。

1859年大蔵省に工業法規 CYcTaB) と手工業法規を改正するための委員会

が，大蔵省と内務省の官吏を構成員として設置された。この委員会のあっか

う項目には，狭義の労働政策もあった。ベテルブルグ県知事のもとで作成さ

れた草案を完成することも，この委員会にゆだねられることになった。委員

会は，支払通帳制度が，工場主の盗意、を制限する上で有効だとみとめた。と

はいえ，その導入を工場主に義務づけることに関しては賛成しなかった。工

場主と労働者との関係は， [""口頭にしろ文書にしろ」どちらでも自由に契約

させなくてはならぬ。せいぜい，もし労働者が支払通帳を要求するときに

は，雇主はこれを拒否できぬ，とすればよいと考えた。工場監督官職の設

置，児童労働禁止問題もとり上げられた。また，さきに触れたマニュ評議会

メソパーの苦情を背景にして，特別の工業裁判所 rrpOMbIIIIJJeHHbI員 cy尽を

設立して，そこで紛争を審理する案も検討された。労働日の制限の問題も，

その他の雇傭条件，労働基準に関することも検討された。しかし， 1862年に
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あたらしい工業法規 YCTaB 0 npOMbIJllJIeHHOCTlIが公布されたときには，

これらあたらしい諸提案はすべて継続審議の事項とされ，わずかに， 1835年

法以来の伝統をひく支払通帳制が一歩進んだにすぎなかった(師、

( 1) S. P. Turin， From Peter the Great to Lenin (2nd ed.)， 1968， (以下

Turinと略)， P. 20. 

(2) H. C. KHH51I1HHa， DOJIWl'HKa PyccKoro CaMo瓦ep沼田H51B 06JIaCTH I1pO・

MbIIIlJIeHHOCTH (20-50-e 1'0江bIXjX B.)， MocKBa， 1968 (以下 KHH51I1HHaと略)，

CTp. 84-85. 0可epKHHCTOpHH neHHHrpa瓦a，TOM 1， OT. pe~. M. D. B51TKHH， 

MOCKBa -JIemmrpa且， 1955 (以下I1CTOpII51刀巴HHHrpa瓦a と略)， CTp. 538.なお

農民の鑑札は首都・県都での営業に 80py6.郡部での営業に 60py6.であってかな

り高い。

( 3) Kml5lI1lma， CTp. 208・210.

イ4) E.日.3Hce瓦bCOH，K BOI1pOCy 0 ゆOpMIIpOBaHHHI1pOMbllIIJIeHHbIX Ka~poB Ha 

I1pe~IIpH51TH51 DeTep6ypra B 1801-1861 rr.， I1CTOpH51 paoo可ero KJIaCCa 

刀eHHHrpa~a， BblI1ycK 1I， P巴瓦 3. C. BOcToKoBa， JIeHHHrpa~ ， 1963 (以下

3Hce瓦bCOHと略)， CTp. 12. KHH51IIHHa， CTp. 38かー382.

(5) TaM )Ke， CTp. 382-383. 

( 6) I1CTOpH51 neHHHrpa~a， CTp. 524-525. 

(7) Turin， p. 21. KHH51fUma， CTp. 386. XpecTOMaTH51 I10 HCTOpHII CCCp， 

TOM 1I， COCTOBIIJIII C. C.且MIITpHeBII M. B. He可KHHa，MocKBa， 1953， CTp. 

642ー-644.

( 8) 山本敏， ni帝国自由経済協会』論J，北大スラヴ研究第11号， 62頁。 B.B. 
OpelIIKIIH， BOJIbHOe 3KOHOMHQ巴CKoe06mecTBo B pocc朋 1765-1917，

MOCKBa， 1963， CTp. 142-147. 

(9) KHH51III1Ha， CTp. 27-28. XpecTOMaTII51， CTp. 643ー弓644.

(10) Turin， p. 5. 凶CTOpII51JIeHIIHrpa~a， CTp. 266. 

(11)刀.H. CeMeHoBa， Pa60可IIe IIeTep6ypcKIIx 3aBO~OB apTlIJIJIepII品CKoro

BeλOMCTBa B I1epBO員I10JIOBHHeXVIII B.， I1ccJIe瓦OBaHII51I10 IICTOpIIIIφeo江-

aJIbHO・KP巴I10CTfmQeCKO員 POCClm，OT. pe瓦・C.H. BaJIK， MocKBa-ne即日rpM，

1964 (以下 CeMeHOBa と略)， CTp. 96. I1CTOpII51 刀eHIIHrap~a， CTp. 260， 532. 

Turin， P. 6. 

(12) I1CTOpII51 MOCKBbI， TOM ][， Moclma， 1954 (以下I1CTOpII51MOCKBbIと略)

CTp. 238. I1CTOpII51 neHIIHrpaλa， CTp. 483， 528. 

(13) CeMeHoBa， CTp. 97. I1CTOpH51 JIeHIIHrpMa， CTp. 529. 

(14) Turin， P. 7，8， 14. 
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(15) Turin， P. 9. 
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(22) 3HCeJIbCOH， CTp. 9ー 10，l1CTOpHlI JIeHlmrpa，l¥a， CTp. 474， 546-547. 

(23) TaM )!{e， CTp. 470， 473， 475， 46ヲ.

(24) TaM )Ke， CTp. 475-476. l1CTOplilI MOCKBbI， CTp. 251. 
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ロ7) TaM )!{e， CTp. 86-87. 
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(30) TaM )!{e， CTp. 395-398. 
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CTp. 638-{i40. 
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